2016年10月1日～3日
改憲･たたかい、9月30日衆院予算委、南スーダン、ACSA、共謀罪、解散時期、補選、高江、豊洲、社説
自民改憲草案を皮肉込め解説　パロディー本に注目

東京新聞2016年10月1日 夕刊

	 注目を集めている「あたらしい憲法草案のはなし」
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　臨時国会で再開される見通しの憲法審査会での議論を前に、注目を集めている異色の本がある。自民党の改憲草案について、起草者の気持ちになりきって解説した「あたらしい憲法草案のはなし」。終戦直後に文部省（現文部科学省）が発行した「あたらしい憲法のはなし」のパロディー版だ。草案の根底にある考え方を、痛烈な皮肉を交えて分かりやすく解きほぐしている。　（安藤美由紀）

　「草案のはなし」は、参院選公示日に合わせて六月二十二日に発売。出版した太郎次郎社エディタスによると「『改憲もいいんじゃないか』と何となく思っている人たちに、改憲をやりたい人たちが何を考えているのか知ってほしい」という狙い。改憲派と護憲派のどちらが書いたのか分からない方が興味を引くと考え、著者は伏せ「自民党の憲法改正草案を爆発的にひろめる有志連合（自爆連）」とした。予想以上の売れ行きで、現在六刷（計三万部）を発行。

　文体もイラストも「憲法のはなし」を踏襲。公布から七十年となる日本国憲法は「しゅうりが必要です」とし現行憲法の三原則「国民主権」「戦争放棄」「基本的人権の尊重」を、「国民主権の縮小」「戦争放棄の放棄」「基本的人権の制限」という新たな三原則に改めると解説している。

　憲法九条は戦勝国による「こらしめ」だったとして「はずかしい条文です」と断言。草案の通り、国防軍がつくられると、武力や脅しによる紛争解決が可能となり、今まで以上に日本の平和は守られる上、「アメリカがはじめた戦争にも、正々堂々と武器をもって参加でき」るとしている。

　基本的人権についても、日本の風土には合わないと説明した上で、「いきすぎた『個人主義』を見直します」と宣言している。

　石川県のエッセイスト水野スウさんは「自民党の考えを深く知るために最適の本」と百冊注文。自宅で開く草案を学ぶ会「草かふぇ」で活用している。九月二十二日に都内で講演し「草案は個人主義を目の敵にしている。国家より個人を大切にしたら戦争はできないからだ」と訴えた。

　「あたらしい憲法のはなし」の抜粋、現行憲法と草案の全文も収録。四六判、九十六ページ。税別七百四十一円。

＜あたらしい憲法のはなし＞　１９４７年５月３日の日本国憲法施行から３カ月後の８月２日、文部省（現文部科学省）が発行した中学１年生の教科書。平和主義や基本的人権の尊重など、新しい憲法の意義を挿絵入りで説いた。
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しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

軍学共同反対　連絡会を結成　大学は軍事研究を拒む　市民・科学者　１７団体と１２０人超参加

　大学や研究機関の軍事研究に反対する３団体は３０日、「軍学共同反対連絡会」を東京都内で結成しました。市民と科学者の協同で運動を強めようと呼びかけるものです。

学術会議前で訴え

　この３団体「軍学共同反対アピール署名の会」「大学の軍事研究に反対する会」「『戦争と医』の倫理の検証をすすめる会」の代表者らが会見。池内了名古屋大学名誉教授は、日本学術会議の検討委員会が軍事研究に関する意見をまとめ、防衛省の研究委託制度の概算要求（１１０億円）への回答が出されるとして、今秋から冬が運動の｢正念場｣だと強調。「今こそ市民と結びついて幅広い運動を強めたい」と訴えました。

　野田隆三郎岡山大学名誉教授は、日本学術会議の議論が軍事研究解禁に向かわないよう署名を集め、同会議の検討委員全員に送ったことを報告。住江憲勇全国保険医団体連合会会長は、軍事研究を少しでも認めれば、いずれは先制攻撃のための研究まで認められるようになると危惧を述べました。
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（写真）「軍事研究解禁反対」などとアピールする人たち＝30日、東京・日本学術会議前


　会見に先だち開かれた結成会で、共同代表に、池内、野田、滋賀医科大学名誉教授の西山勝夫の３氏を選出。各大学や日本学術会議、国会議員への要請など今後の取り組みを呼びかけました。

　３０日現在、参加を表明しているのは日本科学者会議、日本私立大学教職員組合連合など１７団体と１２０人を超える個人。

　この日、同連絡会の有志と、参加団体の一つ「軍学共同反対市民の会」が東京都港区の日本学術会議前で、「軍事研究解禁反対」などのメッセージを掲げ、スタンディング行動を行いました。

憲法９７条で応酬　細野氏「なぜ削除」　首相「単なる整理」

東京新聞2016年10月1日 朝刊

 

	衆院予算委で民進党の細野代表代行（左）の質問を聞く安倍首相（右端）＝３０日
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　三十日の衆院予算委員会で、憲法の最高法規の章で基本的人権を「永久の権利」と定めた九七条を巡り、安倍晋三首相と民進党の細野豪志代表代行の論争があった。首相は自民党改憲草案が同条を削除している理由を「条文の整理にすぎない」と説明したが、細野氏は「九七条は非常に重い。なぜ削除したのか」と批判。自民党草案を改憲議論のベースにすることは認められないとの考えを示した。　（金杉貴雄）

　首相は答弁で「党の案をベースに議論したいというのは、私の思いと気持ちだ。わが党は既に案を決めているので、それでやっていただきたい」との考えを示した。一方で「政治の現実において、そのまま通るとは全く思っていない」とも述べた。

　首相は、自民党草案も現行憲法の三原則である国民主権、基本的人権の尊重、平和主義は変わらないと主張。一一条も基本的人権を定めていることを踏まえ、九七条の削除は「基本的人権を制約するということではない」と主張した。

　これに対し細野氏は、最高法規にも基本的人権が位置付けられている意義を強調。「人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果」などの経緯があることを重視し、自民党草案に懸念を示した。

　自民党草案については、後に質問した民進党の辻元清美氏も「国民不在だ。棚上げした方がいい」と求めたが、首相は「自民党は草案を示した上で選挙に臨み、議員は当選している。国民不在との指摘は全く当たらない」と反論した。

＜憲法第九七条＞　この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、これらの権利は、過去幾多の試錬（しれん）に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久の権利として信託されたものである。

しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

衆院予算委　論戦スタート　首相、改憲案説明拒否　人権「永久不可侵」削除問われ

　２０１６年度第２次補正予算案を審議する衆院予算委員会での質疑が３０日始まり、野党が安倍政権の政治姿勢を厳しく追及しました。

　３０日の衆院予算委員会で、自民党改憲案について問われた安倍晋三首相が説明を拒否したため、審議がたびたび中断しました。

　民進党の細野豪志代表代行が、基本的人権を「永久不可侵」と定めた憲法９７条を丸ごと削除する自民党改憲草案について、その理由をただしました。安倍首相は「いちいちの条文について解説する立場にはない」「逐条的な議論は憲法審査会でやっていただきたい」と繰り返しました。

　審議がたびたび中断したため浜田幸一委員長が踏み込んだ答弁をするよう督促。安倍首相は「９７条の削除は条文の整理にすぎず、基本的人権を制約するということではない」などと述べました。

　７月の参院選では憲法改定について街頭演説で一言も触れずにやり過ごし、選挙が終わったとたんに自民党改憲案をベースに改憲論議の推進を公言する「だまし討ち」に加え、国会での説明すらまじめに行わない安倍首相の姿勢に、議場は騒然となりました。

　細野氏は、自民党改憲草案の９７条削除の問題とともに、憲法９条での「国防軍」の記述を問題視。「ベースとして自民党の憲法草案で議論するという考えはもう一度考え直してもらいたい」と求めました。

「すべきでない」繰り返しても　稲田氏　核保有発言撤回せず

東京新聞2016年10月1日 朝刊

 　稲田朋美防衛相は三十日の衆院予算委員会で、日本も将来的に核保有を検討するべきだとした以前の雑誌対談での発言について、民進党の辻元清美氏から何度も撤回を求められながら、最後まで応じなかった。

　辻元氏は「北朝鮮の核実験を止めなければいけないのに、防衛相が曖昧では国際的に信用をなくす」と撤回を促した。稲田氏は「今、日本が核保有すべきでないと思っている。非核三原則を堅持し、核のない世界に向けて全力を尽くす」と繰り返し答弁し、撤回するとは言わなかった。

　ただ、稲田氏が終戦記念日の八月十五日に自衛隊派遣部隊視察でアフリカ・ジブチを訪問し、政府主催の全国戦没者追悼式を欠席したことが話題になると表情が一変。辻元氏が「（終戦記念日に）靖国神社に行くと問題になるから回避したと報道された。戦争で亡くなった方に哀悼の心をささげる気持ちはその程度だったのか」と問われると、稲田氏は涙目で声も震わせ「残念なことに出席できなかった。指摘は指摘として受け止めたい」と答えた。　（古田哲也）

しんぶん赤旗2016年10月3日(月)

臨時国会改憲めぐる論戦　安倍首相の発言にみる　傲慢さとともに脆弱さも
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（写真）答弁する安倍晋三首相＝９月３０日、衆院予算委


　「いかにわが党の（改憲）案をベースにしながら３分の２を構築していくか。それが政治の技術だ」と発言してきた安倍晋三首相。臨時国会で憲法をめぐる論戦が始まり、その傲慢（ごうまん）さとともにもろさも露見しています。

　９月２７日の衆院本会議で首相は、立憲主義破壊の自民党改憲案の撤回を迫る民進党・野田佳彦幹事長に対し、「撤回しなければ議論できないという主張は理解に苦しむ」と強弁。民進党案の提示を要求しました。

「自民案ベース」

　翌２８日の本会議では日本共産党の志位和夫委員長から、「（自民党改憲案を）『ベース』に憲法審査会で議論するのが自民党の方針か」と追及されると、「憲法審査会という静かな環境で、自民党が草案を示しているように各党がそれぞれの案を示し、真剣に議論、国民的議論につなげる」として、事実上、自民党改憲案を議論のベースにする方針を示しました。

　他方、２９日の参院本会議では、日本維新の会の片山虎之助共同代表が「（自民党改憲案を）撤回しないというが、こだわらないということか」と質問すると、首相は「特定の党の主張がそのまま通ることはない」と表現を緩め、改憲補完勢力に対しては“柔軟”姿勢を示しました。

説明から逃げる

　３０日の衆院予算委員会では、自民改憲案の中身について追及されました。民進党の細野豪志代表代行が、人権の永久不可侵性を定めた憲法９７条を自民党改憲案が全面削除している理由をただすと、首相は「逐条的な議論は憲法審査会でやって」などと逃げの姿勢。改憲案の正当化もできず、押し問答で審議はたびたび中断しました。

　人権の永久不可侵規定の全面削除は、日本国憲法前文が「人類普遍の原理」と位置付ける核心の否定であり、首相のいうような「個別の問題」ではありません。「逃げるな」と細野氏に迫られ、首相は「条文の整理にすぎない。基本的人権の制約ではない」などと否定に躍起になり、改悪の意図をごまかしました。

　そもそも７月の参院選で憲法問題について何も語らずに多数議席を得た「だまし討ち」で、改憲論議を国会審議に持ち込もうというのは安倍首相自身です｡所信表明演説(２６日)では｢与野党の立場を超え、憲法審査会での議論を深めていこう｣などと呼びかけましたが､行政府の長が立法府に“命令”するような越権行為です。それでいて国会論戦で、改憲案の中身を問われると、説明から逃げるのは筋が通りません。

　首相の逃げの姿勢が示すのは、立憲主義破壊の自民党改憲案が国民の警戒と批判を呼び、それ自体が改憲論議をすすめる上で最大の弱点となっていることです。

　自民党の下村博文幹事長代行は９月２７日の記者会見で、「自民党の改憲草案ありきで議論してほしいとは考えていない」と“低姿勢”をアピール。憲法に値しない改憲案をベースに明文改憲を押し通そうという強気の裏の、脆弱（ぜいじゃく）さを示しました。

安倍晋三首相の答弁

　●「撤回しなければ議論できないという主張は理解に苦しむ」（９月２７日、衆院本会議）

　●「自民党が草案を示しているように各党がそれぞれの考え方を示した上で真剣に議論し、国民的議論につなげていく」（同２８日、衆院本会議）

　●「合意形成の過程で特定の党の主張がそのまま通ることはないことは当然」（同２９日、参院本会議）

　●「（自民党改憲案について）いちいちの条文について解説する立場にない」「逐条的な議論は憲法審査会でやっていただきたい」（同３０日、衆院予算委員会）

　●「自民党は草案を示した上で選挙に臨み、議員は当選している。国民不在との指摘はあたらない」（同上）

補正予算案の衆院通過めぐり与野党が調整へ
ＮＨＫ10月3日 4時07分
国会は、今年度の第２次補正予算案について、与党側が４日に衆議院を通過させたいとしているのに対し、民進党などは、輸入米の流通などをめぐる集中審議を予算委員会での採決前に行うよう求めていて、３日、与野党の調整が行われます。
国会は、先月３０日から衆議院予算委員会で今年度の第２次補正予算案の審議が始まり、３日も、安倍総理大臣とすべての閣僚が出席して、基本的質疑が行われることになっています。
与党側は、「補正予算案には、熊本地震などの復旧・復興関連の費用など緊急性の高い予算も盛り込まれていて成立を急ぎたい」としていて、自民党の二階幹事長は、「限られた会期の中で、スピード感、緊張感をもって、補正予算案などの審議に臨まなければならない」と述べました。与党側としては、４日、予算委員会で締めくくりの総括質疑と採決を行ったうえで、衆議院本会議でも可決して参議院に送り来週前半に成立させたい考えです。
これに対し、民進党や共産党などは、審議は始まったばかりで４日の採決は認められないとしているほか、輸入米が国が契約した価格よりも安く流通している可能性が指摘されたことなどをめぐる集中審議を採決前に行うよう求めています。これに関連して、民進党の蓮舫代表が２日、「補正予算案の審議に影響が出ないと考えるほうがおかしい。間違った試算を前提に、予算案にＴＰＰ関連予算が計上されているので、出し直すべきだ」と述べるなど対決姿勢を強めていて、３日、予算案の衆議院通過をめぐって与野党の調整が行われます。
民進・蓮舫代表 輸入米問題で補正予算案 提出し直しを
ＮＨＫ10月2日 20時32分
民進党の蓮舫代表は福岡県大川市で記者団に対し、輸入米が、国が契約した価格よりも安く流通している可能性が指摘されていることを受けて、今年度の第２次補正予算案は間違った試算を前提に編成されているとして、提出し直すべきだという考えを示しました。
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この中で、蓮舫代表は、輸入米が国が契約した価格よりも安く流通している可能性が指摘されていることを受けて、「補正予算案の審議に影響が出ないと考えるほうがおかしい。間違った試算を前提に、補正予算案にＴＰＰ関連予算が計上されているので、いったん戻して出し直すべきだ」と述べ、政府は、現在、衆議院予算委員会で審議している今年度の第２次補正予算案を提出し直すべきだという考えを示しました。
また、蓮舫氏は、今月行われる衆議院の補欠選挙について、「衆議院選挙は政権選択なので、しっかりと民進党の公認候補で戦うが、補欠選挙は、全国で２か所しかなく、野党対与党のシンプルな構図が望ましい。どういう形がいいのか急いで検討している」と述べ、共産党などとの野党連携の実現に向けて調整を急ぐ考えを示しました。
 駆け付け警護、首都周辺に限定＝南スーダン派遣の陸自部隊
　政府は２日、南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊に対し、安全保障関連法で可能となった新任務「駆け付け警護」を付与する場合、地理的な適用範囲を首都ジュバ周辺に限定する方向で調整に入った。政府は「現地情勢は安定している」と説明しているものの、予断を許さない状況が続くことから、隊員の安全確保に万全を期す考えだ。
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　政府は２０１２年１月から、国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に陸自施設部隊を派遣。現在は約３５０人が道路整備などの活動を行っている。今年３月の安保法施行で、離れた場所でＰＫＯ要員や他国部隊が襲撃された場合に自衛隊員が武器を携行して救援する駆け付け警護が法的に可能となったことから、政府は１１月から活動を予定する交代部隊への新任務付与について検討。既に訓練を開始している。
　政府は１３年５月以降、南スーダン派遣部隊に対する「行動命令」で、同国南部の三つの州で活動可能と定めてきたが、実際の運用では、治安情勢を考慮し、中央エクアトリア州のジュバ周辺にとどめてきた経緯がある。　
　安倍晋三首相は先月３０日の衆院予算委員会で、「現地の情勢は比較的落ち着いている。ＰＫＯ参加５原則は維持されている」と説明した。しかし、同国では７月に戦闘が再燃しており、野党などは自衛隊員のリスクが高まっているとの懸念を示している。
　政府は、新任務の地理的範囲を陸自の活動実績がある地域に限定することで、不安を払拭（ふっしょく）したい考え。防衛省幹部は「現地情勢と自衛隊の能力に応じて対応するのは当然」と指摘する。
　部隊派遣の現行計画は１０月末で期限を迎えるため、政府はそれまでに駆け付け警護の任務付与の可否を最終的に判断する。稲田朋美防衛相は近く現地視察を行い、治安状況などを確認する方針だ。（時事通信2016/10/02-14:36）
ＰＫＯ参加５原則
　ＰＫＯ参加５原則　国連平和維持活動（ＰＫＯ）に自衛隊を派遣するに当たって日本政府が法律で定めている基本方針。内容は（1）紛争当事者間の停戦合意（2）受け入れ国を含む紛争当事者が国連平和維持隊の活動に同意（3）中立的立場を厳守（4）要件が満たされない状況が生じた場合は撤収可能（5）武器使用は必要最小限－の５項目。
　武器使用は従来、自己や自己の管理下に入った者の防護などに限って認められていたが、３月施行の安全保障関連法により、離れた場所で襲われたＰＫＯ要員らを助ける「駆け付け警護」での使用も認められ、必要最小限の範囲が広がった。（時事通信2016/10/02-14:36）
新協定、米軍への後方支援拡大　「戦闘地域」で弾薬提供

共同通信2016/10/2 19:31

　安倍政権は、日米同盟強化を目指し、安全保障関連法を反映した日米物品役務相互提供協定（ACSA）改定の承認案を今月中にも国会提出する方針を固めた。関係者が2日明らかにした。米軍への後方支援を拡大する。従来の「戦闘地域」でも弾薬提供が可能になるなど、自衛隊活動が「戦場」に近づく。安保法廃止を求める民進党など野党は反対する構えだ。与野党攻防が再び本格化する可能性がある。

　日米が9月26日に署名した新協定は、安保法に基づき「現に戦闘行為が行われている現場（戦場）以外」での後方支援を認めた。

しんぶん赤旗2016年10月2日(日)

ＡＣＳＡ（日米物品役務相互提供協定）海外で適用拡大　イラク派兵後に変質　自衛隊と米軍　地球規模で協力　２０年間で８２７６件

　自衛隊と米軍が燃料や物資、サービスなどを融通しあう日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ＝アクサ）が締結された１９９６年度から、直近の２０１５年度の２０年間におよぶ同協定の運用実績の全容が初めて判明しました。

　防衛省の資料をもとに本紙が集計したところ、自衛隊から米軍への提供分は５０８０件、米軍からの受領分は３１９６件で、総計８２７６件に達することが分かりました。

　日米両政府は９月２６日、安保法制＝戦争法実行の不可欠の一部として、適用範囲を地球規模に広げる同協定の全面的改悪案に署名。日米軍事一体化のさらなる拡大・深化を狙っています。

	　ただし、ＡＣＳＡの枠組みでは、受領後に同一・同等の物品や現金での返済が前提となっています。アフガニスタン戦争時のインド洋での洋上給油活動や、イラク戦争時の空輸支援はそれぞれ特措法に基づいておりＡＣＳＡの適用外です。このため、米軍からの返済は一切行われず、国民の税金を垂れ流しした結果となりました。[image: image8.jpg]B - KEROMRRFEERER
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　ＡＣＳＡの締結当初は、共同訓練時に自衛隊から物資や宿泊施設を提供するといった日本国内での運用が大半を占めていました。しかし、２００３年からのイラク派兵開始、続く０４年の２回目のＡＣＳＡ改定による適用範囲の拡大を経て、０３年度の２０８件から０４年度・６２６件、０５年度・７８２件に急増。イラク派兵を契機に海外での適用事例が増え、大きく変質・実戦化していきました。

　２００９年度にはソマリア沖・アデン湾での海賊対処活動が始まり、近年も４００件前後を維持しています。
しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

テロ対策装う共謀罪　法案提出反対　日弁連が集会

　犯罪行為がなくても｢計画｣するだけで処罰する｢共謀罪｣の導入を政府が新たにねらっている問題で、日本弁護士連合会（中本和洋会長）が９月２９日、国会への「共謀罪」法案提出に反対する市民集会を都内で開きました。マイクを持った参加者は「危険な立法を実現させないためには、法案提出をさせないということが重要だ」などと指摘しました。

　この問題では、盗聴法拡大や司法取引制度の導入などの刑事司法制度改悪に反対してきた市民団体・法律家団体も国会開会日の９月２６日に国会内で反対集会を開いており、「共謀罪」反対で幅広い団体の共同が広がっています。

　政府は２００３年以降、３度にわたり共謀罪法案を国会に提出しましたが、「行為でなく思想・内心を処罰する」などの批判が根強く、いずれも廃案になった経緯があります。

　この日は日弁連共謀罪法案対策本部の海渡雄一副本部長が「心の中で犯罪の意思を決め、誰かとそれで一致したら罪が成立する。実行を取りやめても処罰される。これが共謀罪の一番恐ろしい点だ」と語りました。

　政府は今回、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」と変えて提出するとみられています。同本部の山下幸夫事務局長は「テロ対策だという装いによって国民の批判を弱めようとしている｣と指摘しました｡

　ジャーナリストの青木理（おさむ）さんが講演し、「安倍政権は秘密保護法や安保法制などで警察、自衛隊といった実力組織に次々と強力な『武器』を与えてきた。あげくの果てに共謀罪まで。危機感、恐怖心を持つ」と警鐘を鳴らしました。

　日本共産党の畑野君枝衆院議員も参加し、「法案の国会提出阻止のため、世論を大きくするよう頑張る」とあいさつ。民進党の逢坂誠二衆院議員も発言しました。

新「共謀罪」消えぬ懸念　「考えを処罰」の本質変わらず

東京新聞2016年10月3日 07時00分

 　六百を超える犯罪の計画を話し合うだけで処罰対象とする「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案について、政府は今の臨時国会への提出は見送ったものの、来年の通常国会への提出を目指している。提出に反対する集会が九月下旬、東京都内で相次いで開かれた。政府はテロ対策を強調する名称変更などを検討中だが、共謀罪に詳しい弁護士らは「心の中で考えたことを処罰するという本質は変わらない」などと強く批判している。　（西田義洋）

　二十六日に東京・永田町の衆院第一議員会館であった市民団体主催の集会には二百九十人、二十九日に東京・霞が関の弁護士会館であった日弁連主催の集会には二百人超が参加した。

　政府が提出を検討中の法案は、罪名を「テロ等組織犯罪準備罪」に変更し、対象集団を政府が二〇〇三年に提出した法案の「団体」から、重大犯罪の実行を目的とする「組織的犯罪集団」に限定。犯罪の計画を話し合うだけでなく、現金自動預払機（ＡＴＭ）から資金を下ろすなどの準備行為が必要などとしている。

　これに対し、日弁連共謀罪法案対策本部事務局長の山下幸夫弁護士は二十九日の集会で「共謀を計画に変えるようだが、話し合って合意するという本質は同じ。組織的犯罪集団も準備行為も警察がいかようにも解釈できる」と説明した。
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　現在は「悪い考え」ではなく、「悪い行為」を罰するのが基本原則だが、重大犯罪は例外として、未遂よりも前の予備や共謀の段階で処罰できる。副本部長の海渡（かいど）雄一弁護士は「広範な共謀罪ができると、心の中で考えたことに誰かが合意すれば犯罪が成立してしまう」と述べ、原則と例外が大きく転換することに懸念を示した。その上で「国連からテロ対策として求められている措置はほぼすべて取られている。共謀罪を新たにつくる必要はない」と訴えた。

＜共謀罪＞　複数の人が犯罪を行うことを話し合って合意（共謀）しただけで罪に問えるようにする犯罪。犯罪行為は通常、具体的な被害が生じたり、犯罪行為に着手して危険が生じたりすることで罪に問われる。政府が過去に提出した関連法案では、４年以上の懲役・禁錮の刑になる犯罪を対象とし、殺人や強盗、盗み、傷害、詐欺なども含め対象犯罪は６００超。政府は国連の国際組織犯罪防止条約批准のため、共謀罪などの国内法整備が不可欠としている。

（東京新聞）
原子力空母で事故起きたら日本人従業員の避難どうする？　災害対策マニュアルの死角

東京新聞2016年10月2日

	市街地の近くに広がる米海軍横須賀基地（奥）＝横須賀市で、本社ヘリ「あさづる」から
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　「私たちも日本人だ。日本政府が決めたことは私たちにも適用すべきだ」－。米海軍横須賀基地（横須賀市）で、原子力空母の事故が起きた際の避難計画に死角が浮上している。自治体と政府、米国の話し合いが不十分で、基地で働く５０００人の日本人従業員への対応は見過ごされたままだ。いざという時に、従業員は一般市民と同様に避難できるのか。　（加藤寛太）

　政府は七月に「原子力艦の原子力災害対策マニュアル」を改訂。原子力空母の事故が起き、基地の敷地境界線で放射線量が毎時五マイクロシーベルトに達すれば、地元自治体は半径一キロ以内の住民らに「避難」、一～三キロは「屋内退避」を指示することになっている。

　空母から半径一キロ以内はほぼすっぽり基地内で、圏内に住む日本人はいない。滞在する日本人は基地で働く従業員や海上自衛官らに限られる。日本人従業員は通訳や艦船修理のほか、清掃員、飲食店の接客係など、基地内のさまざまな仕事に就いている。

　従業員の八割近くが加入する全駐労横須賀支部の乙川寛喜執行委員長は、基地の日本人従業員もマニュアル通り避難の対象にするべきだと訴えている。

　これに対し、横須賀市の担当者は「市は基地の中に手出しできない。日本人従業員の安全対策は、雇用主である防衛省が図るべきだ」との立場。

　防衛省南関東防衛局の担当者は「もし健康への防護活動が必要となる事態が起きた場合、米海軍によって必要な指示がなされるので日本人従業員は指示に従ってほしい」と説明するが、担当者は、どのような事態に、どのような指示がなされるのかは把握していないという。

　米政府は、そもそも原子力空母は安全なので、配備されている米国の港に避難や屋内退避など市民を守る計画は存在しないとしている。

　横須賀市の地域防災計画原子力災害対策編は、マニュアルを基に定められている。市はマニュアルの改訂を受け、来春までに計画を見直す作業を進めている。

　乙川執行委員長は「基地の日本人従業員も避難できるよう計画に盛り込むか、少なくとも米側に認めさせ、避難できるよう言質を得るべきだ」と主張する。

　地元横須賀で長年、基地問題に取り組む呉東正彦弁護士は「政府は米側との外交交渉で、日本人従業員の安全を守るルール作りを進めるべきだ」と指摘。「従業員の大半は横須賀市民なのだから、市も事故後の対応にあたる立場の人を除き、一般の従業員はマニュアルに準じて避難できるよう求めるべきだ」と話す。

　政府を動かす自治体の行政力、米国に働きかける政府の外交力が問われる。

　＜原子力艦の原子力災害対策マニュアル＞　日本に寄港した原子力空母や原子力潜水艦で、原子力事故が発生した際の政府の対応や避難範囲などをまとめている。２００４年策定。

　東京電力福島第一原発事故後に定められた原発の原子力災害対策指針で、従来の避難判断基準や避難範囲を見直したのに伴い、政府は昨秋、マニュアルの検証作業をスタート。基地の敷地境界線での放射線量が「毎時１００マイクロシーベルト」としていた避難判断基準を原発同様、「毎時５マイクロシーベルト」に厳格化した。避難範囲は空母だと、半径１キロ以内は「コンクリート屋内退避　または避難」だったが、「避難」に改めた。

しんぶん赤旗2016年10月3日(月)

原子力空母いりません　神奈川・横須賀　永久母港化に反対集会

　米原子力空母ロナルド・レーガンの横須賀港（神奈川県横須賀市）交代配備から１年となる２日、市内で、原子力空母の横須賀港永久母港化に反対する集会が開かれました。実行委員会の主催です。
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（写真）「原子力空母いらない！」「戦争法今すぐ廃止」と声を上げる集会参加者＝２日、神奈川県横須賀市


　首都圏各地から２０００人が集まり、連帯を強め母港化を許さないたたかいを発展させるとのアピールを採択しました。

　全労連の小田川義和議長は主催者あいさつで、米空母母港化から４３年目となる中、日米ガイドラインの改定、戦争法の成立が強行され、基地機能や日米一体化が進んでいると指摘。市民と野党の共闘を前進させるため「世論と運動をひと回り大きくしよう」と訴えました。

　安保廃棄沖縄県統一連事務局長の瀬長和男、原子力空母母港化の是非を問う住民投票を成功させる会共同代表の呉東正彦の２氏が連帯あいさつし、横須賀市民９条の会共同代表の岸牧子、横田基地の撤去を求める西多摩の会代表の高橋美枝子の２氏がスピーチしました。

　日本共産党の田村智子副委員長・参院議員、畑野君枝衆院議員が登壇し、田村氏は、日本政府は原子力空母の大地震・津波への米軍の対応の検証すらできないと述べ「原子力空母を横須賀に入れるわけにはいかない」と強調しました。

　綾瀬市の古塩政由、大和市の大木哲、相模原市の加山俊夫の３市長と、葉山町議会の近藤昇一議長からメッセージが寄せられました。

　同僚と参加した男性さん（２９）＝横須賀市＝は「生まれ育った街がアメリカの戦争の出撃拠点になるのは嫌だ。原子力空母母港化反対の意思を横須賀から示したい」と話しました。

しんぶん赤旗2016年10月2日(日)

現役米兵の５５％　軍事介入に反対　「外国の問題から手を引き、自国に集中を」（２６歳・軍曹）　米軍事紙調査

　【ワシントン＝洞口昇幸】米軍事専門紙ミリタリー・タイムズが２２０７人の現役米兵に実施した聞き取り調査で、米国の軍事力行使や資金援助によって中東や北アフリカ地域の“民主化・国づくり”に介入していることに、米兵の５５％が反対と考えていることが明らかになりました。調査は、９月８～１５日に行われました。
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　同紙電子版によると、米政府の介入政策について、強く反対・やや反対の合計が５５％、賛成の合計は２３％、わからない・意見なしの合計が２２％となりました。

　平均２９歳の米兵が答えた同調査の結果では、米国外での従来の軍事的任務や外国の反乱勢力の鎮圧などに参加する「安定化作戦」、イスラエルなどへの対外援助を、「少なくすべきだ」の割合が、「増やすべきだ」を上回りました。米本土防衛やテロ対策の活動を増やすべきとの意見は６割を超えました。（表参照）

　同紙は、ブッシュ前米政権からオバマ現政権まで続く「テロとのたたかい」、特にアフガニスタンやイラクでの政策について、「多くの米軍人が困惑を強めている」と分析。その理由として２００１年のアフガン侵攻から１５年間で戦費がかさみ、多数の米兵が命を落としていることをあげています。

　「外国の問題から手を引き、われわれの国のことに集中する必要がある。クリーン・再生可能エネルギーの分野で雇用をつくる必要がある」との２６歳の米空軍の軍曹の意見を紹介しています。

　退役軍人問題等の研究者で元米陸軍人のフィリップ・カーター氏は、「この１５年間の戦争に従軍した者で、銃で民主主義を打ち立てられることが可能だと考えているのは、ごくわずかだ」と同紙に語りました。

安保関連法に石破氏「さらなる施策が必要」

読売新聞2016年10月01日 23時44分

　自民党の石破茂・前地方創生相は１日、東京都内で開かれた「ウェークアップ！ぷらす×日本大学創立１３０周年記念シンポジウム」（読売テレビ、日本大学主催）で講演した。

　石破氏は、成立から１年を迎えた安全保障関連法について、「領土を守るための法制をきちんと整備し、そのための装備、人員を持つべきだ」と述べ、さらなる施策が必要との認識を示した。また、武力攻撃に至らないグレーゾーン事態への対処を念頭に、「国の独立を守るのは軍隊で、警察権で対応するというのは国際的に極めて理解が不可能だ。政府は法整備の必要なしとしているが、私はそう思わない」と語った。

産経新聞2016.10.1 17:30更新 
【安保法成立１年】民進＆共産は相変わらず「戦争法案」「憲法違反」と騒いでいるが、果たして日本は「戦争できる国」になったのか？
　集団的自衛権の限定的な行使容認を含む安全保障関連法が成立してから１年が経過した９月１９日、国会前では反対派が法の廃止を求めるデモを行った。民進党の岡田克也前代表、共産党の志位和夫委員長ら４野党の幹部も駆け付けた。
　「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反！　これを廃止していくのが国会の仕事です、皆さん。そのために私たちは力を合わせてしっかりと頑張っていきたい」

安保関連法成立から１年の反対集会に駆け付けた野党４党の代表者＝９月１９日午後、国会前 
　岡田氏はそう演説し、参加者の喝采を浴びていた。
　しかし、反対派が「戦争法案」と決めつけ、「日本が戦争できる国になる」と批判した安保法が成立して以降も、当然だが日本は戦争を起こしたりしていない。それどころか、昨年９月１９日以降、何が日本の周辺で起こってきたかを見てみよう。
　北朝鮮は１月、９月と２回にわたり核実験を強行。今年に入ってからは２０回以上にわたり弾道ミサイルを発射し、日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）にも着弾させた。事前探知が難しい移動式発射台（ＴＥＬ）からの奇襲的な発射で、安保法の審議でも中谷元防衛相（当時）らが懸念を表明していた事態が現実化した。
　中国からは今夏、数百隻の漁船や、その「警護」を称する公船が尖閣諸島（沖縄県石垣市）周辺海域に押し寄せた。６月には中国軍機が東シナ海上空で航空自衛隊機に前例のない攻撃動作を仕掛け、４～６月の中国軍機に対する空自機の緊急発進（スクランブル）回数は１９９回と、昨年同時期から８５回も増加した。今月２５日には中国の爆撃機や戦闘機など４０機以上が演習を行い、一部が宮古海峡を通過した。
　「中国は今後、米国の政権移行期を突いて、挑発のレベルをさらに上げてくる可能性がある。自分が中国ならそうするだろう」。防衛相経験者はそう語る。日本を取り巻く安全保障環境が、ある意味で“必然的”に悪化し続けてきた１年だった。日本は「戦争できる国」になったどころか、目的達成のために軍事力の行使をためらわない「戦争する国」に取り囲まれていることが一層、明らかになった１年だった。
　安全保障関連法の整備は、こうした脅威への抑止力と対応力を大きく押し上げた。日米連携が不可欠な弾道ミサイル対処でも、政府関係者は「自衛隊と米軍の信頼関係が強まり、オペレーション（作戦）が格段にスムーズになった」（首相周辺）と口をそろえる。
　しかし重要なことは、この安保法ですら、日本の守りには十分ではないということだ。
　北朝鮮の弾道ミサイル技術は米国グアムも射程に収める程度に向上した可能性が高い。迎撃は技術的な目途はついているが、実は法制面では心許ない。米国に向かうミサイルを、日本が迎撃可能なのに見過ごせば日米の信頼関係は根底から揺らぐが、対米ミサイルの撃墜については安保法の審議で「法案では手当てしていない」（横畠裕介内閣法制局長官）との答弁がある。
　領空侵犯機の迎撃では、自衛隊法に武器使用権限が明記されておらず、正当防衛や緊急避難の場合以外は武器を使用することができない。「国民の生命や財産に大きな侵害を加える危険が緊迫している場合は撃墜も排除されない」との政府見解もあるが、その「緊迫」を誰が判断するのか。空自機のパイロットにその重大な判断を押し付けるのか、それとも秒単位のスクランブルの最中に政府にお伺いを立てさせるのか。そうこうしているうちに空自機は撃墜されてしまうだろう。
　「総理、ご決断を」
　話題の映画「シン・ゴジラ」では、首相が促されて戦後初の防衛出動下令を決断するシーンがある。ゴジラは法律上、防衛出動の対象にはなり得ないので、これは「超法規的措置」だ。現実必要性の前に、備えを欠いた「法治」がいとも簡単に吹き飛んでしまうことを戯画化したシーンだと解釈できる。
　十全とはいえない安保法制が放置されたまま、日本を取り巻く脅威は高まり続けている。法の穴を現実必要性が突いてきたとき、日本はあの映画のように超法規的措置でしのぐのだろうか。その前に法の穴をふさいでおくのが政治の仕事だと思うが、その動きは見えない。「憲法違反の法律は何年たっても憲法違反！」「立憲主義を守れ」－。そんな政治家のアジ演説が実にむなしく聞こえるゆえんだ。
（政治部　千葉倫之）
徴兵制、復活へ＝スウェーデン


演習のため、バルト海にあるスウェーデン南部ゴットランド島に到着したスウェーデン軍＝９月１４日（ＥＰＡ＝時事）
　【ストックホルムＡＦＰ＝時事】スウェーデンが徴兵制を復活させる方針を固めた。議会で与野党が合意すれば、２０１０年に廃止した徴兵制は１８年から再開される。この年に１８歳になっている１９９９年生まれの若者が最初の対象となる。男女に関係なく徴兵され、毎年約４０００人の新兵を確保する計算になる。
　フルトクビスト国防相は９月２８日の記者会見で「より安定し、頑強で、機能的な補強をどうするか見いだせると望んでいる」と述べた。人口１０００万人に満たないスウェーデンで軍は総勢約１万５０００人だが、専門家はスウェーデン通信に対し「志願制では質も量も維持できないことが分かった」と背景を語っている。（時事通信2016/10/02-06:25）
衆院補選、野党一本化急ぐ＝ＴＰＰ対策「間違った試算」－蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は２日、衆院東京１０区、福岡６区両補選（１１日告示、２３日投開票）での野党共闘について、「告示まで限られた日数なので急いで検討している。野党対与党のシンプルな構図になるのが望ましい」と述べ、両選挙区でそれぞれ公認候補を決めている民進、共産両党の間で、一本化に向けた調整を急ぐ考えを示した。福岡県大川市で記者団の質問に答えた。
　蓮舫氏は輸入米が政府公表価格よりも安く流通していた問題に関し、「２０１６年度第２次補正予算案の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）対策費は間違った試算を前提に計上されている」と批判。「予算案審議に影響が出ないと考える方がおかしい。新たに出し直すべきだ」と主張した。　（時事通信2016/10/02-21:55）
しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

“野党統一候補　早く”　衆院東京１０区、福岡６区補選　市民団体が共同声明

　１０月２３日投開票の衆院補欠選挙（東京１０区、福岡６区）で、市民と野党の共闘を求めて活動する市民団体が３０日、民進党や日本共産党、生活の党、社民党に早期に野党統一候補を実現するよう改めて呼びかけました。東京１０区内の市民がつくる「ＴｅＮネットワーク２０１６」（ＴｅＮ１６）が東京・豊島区で記者会見を開き、福岡６区で活動する「みんなで選挙ふくおか　ちっご」との共同声明を発表しました。
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（写真）記者会見するＴｅＮネットワーク2016のメンバーら＝30日、東京都豊島区


　声明は、両選挙区内で統一候補実現に向けた市民の取り組みが広がっていると紹介。「私たち市民の、野党共闘によって安倍政権の暴走を止めたいという願いは、いささかも弱まることはありません」と強調し、「一刻も早い野党統一候補の実現をつよく要望いたします」と述べています。

　会見で「ＴｅＮ１６」の森田彦一共同代表は、各党に政策協定案を提案しているものの話し合いが進んでいないとして、「このままでは今度の選挙、とても勝てない」と発言。戦争法を廃止し立憲主義の回復をめざす統一候補の実現と選挙勝利のため、運動を強めると語るとともに、全国的な支援も求めました。

　会見に同席した「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」の高田健氏は、「政党は市民の声に真剣に向き合ってほしい。安倍政権を本当に倒したいならば力をあわせるべきだ」と発言。「選挙に勝つには一日一日が勝負だ。これ以上（候補者決定を）引き延ばしたら選挙をたたかえなくなる」と述べました。

大阪航空局、防衛省の申請前に許可　沖縄・ヘリパッド建設　陸自ヘリの重機空輸で飛行後に文書提出

琉球新報2016年10月2日 06:30 
　【東京】米軍北部訓練場（沖縄県東村・国頭村）のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、防衛省が９月１３日に陸上自衛隊のＣＨ４７輸送ヘリで重機の空輸を実施したことに関し、防衛省が「航空法第８１条ただし書」に定められている申請文書を出す前に国土交通省大阪航空局が許可証を交付していたことが１日、分かった。大阪航空局による許可証は９月１４日に交付されたが、申請書は空輸１週間後の同月２０日に提出されており、許可と申請が前後する手続きのずさんさが改めて浮き彫りになった。
　防衛省が福島瑞穂参院議員（社民）の質問に対し回答した。
　航空法第８１条は「最低安全高度以下の高度の飛行（低空飛行）」を実施する際、航空局に申請書を提出するよう定めている。
　防衛省は陸自ヘリによる空輸の大臣命令が出された同月１２日夕方以降、大阪航空局に電話で口頭連絡し、同月１３日午前９時の時点で「口頭伝達が整った」として重機空輸を始めたという。
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重機をつり上げて飛行する自衛隊のＣＨ４７輸送ヘリ＝９月１３日、沖縄県東村高江
　大阪航空局が近畿中部防衛局に許可証を交付したのは同月１４日だが、防衛省が書面による申請書を郵送したのは同月１６日だった。申請書は連休を挟んで同月２０日に近畿中部防衛局に到着した。近畿中部防衛局は２０日に大阪航空局に持参して提出した。
　一方、防衛省は同法８１条の申請は１年分を「事前に許可を得ていた」として、今回の手続きは「念のため」に実施したため、申請の遅れは「問題ない」としている。
　陸自ヘリ空輸の手続きを調べている小口幸人弁護士は「防衛省に９月１５日に申請書を出したか指摘した時は『自衛隊機だから許可は必要ない』と言っていた。１６日に申請書を出したのは指摘されたからではないか」と疑問視した。
県警「命綱」は「人を支えられない」　市民縛ったロープ、製造業者が明言

琉球新報2016年10月1日 07:30 
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設で、２８日に米軍提供施設内の工事現場周辺で機動隊員が抗議市民をロープで斜面を引き上げて排除した件で、ロープが人や物を支える用途では作られていない標識用のロープだったことが３０日、分かった。
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市民にロープを結んで斜面を引き上げる機動隊員ら＝２８日午後、米軍北部訓練場ヘリパッド建設現場近く（画像を一部処理しています）
　市民らに結び付けられたロープは黄色と黒のしま模様で、通称「トラロープ」と呼ばれる。直径は約１センチ。愛知県でトラロープを製造する会社は本紙の取材に対し「人や物を支えたりする用途では作られていない。強度は弱い」と回答した。
　県警は取材に対し、市民らが刑事特別法に違反して提供施設内に入ったことを強調しつつ「落差１０メートルの急斜面が雨の後で滑りやすく、高齢者も多かったためロープ２本を手すりに、別の２本を命綱として使用した」と説明した。「速やかに危険防止と安全確保を図る必要があったため、やむを得ず現場にあった物を使った。警察官５、６人で押し上げるなど安全策を徹底した」と答えた。
　ロープを使用された名護市の６０代女性は「手を上げた際、体を擦り抜けた。私を引っ張るためのロープで命綱ではない」と反論した。
◆強度は弱い、人用には適さず
　県山岳連盟・雨宮節会長の話　トラロープは原則から言うと、強度が弱いため人命が関わるときには使ってはいけないし、全く適さない。ただ、手すりとしての使用や２本以上での同時使用は補助的には問題ない。現場が斜面で真下につるされている状態ではないので、使用する可能性は考えられる。
しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

住民弾圧へ「併任」辞令　辺野古新基地現場へ　内閣府　道路担当職員の８割

　内閣府沖縄総合事務局（那覇市）が、沖縄県名護市の米軍キャンプ・シュワブゲート付近での県民の抗議行動を「道路法違反」として取り締まるために県内の国道担当部署の８割強の職員に、本来業務に加えて名護市の北部国道事務
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（写真）内閣府沖縄総合事務局が４月１日付で職員の８割に発令した名護市の北部国道事務所への「併任辞令」


所への「併任辞令」を発令していることが、本紙の調べで分かりました。新基地建設ノーという沖縄県民の揺るがない民意を踏みつぶして建設工事を強行する安倍政権のなりふりかまわぬ姿勢に批判が高まっています。（山本眞直）

　内閣府は、職員の大量動員について、「キャンプ・シュワブのゲート付近の道路の区域に、道路法の規定に違反して設けられているテントなどの対応にかかわる業務を遂行する必要があるため」としています。

　２０１４年１１月の県知事選で新基地建設を許さないという公約を掲げた「オール沖縄」の翁長雄志氏が、辺野古崎・大浦湾の公有水面埋め立てを「承認」した仲井真知事（当時）に圧勝。危機感を持った安倍政権は１５年１月、キャンプ・シュワブへの工事用資材の搬入を強行、これに抗議する県民の座り込みが連日、ゲート前で始まりました。

　同政権は２月、米軍高官からの「ゲート前の安全対策強化」要求で国交省、沖縄総合事務局長を官邸に呼び、現地対策の強化を指示。同局は、これをうけ県民の座り込みの監視、テントへの対応を強化。同局開発建設部は職員１００人による２４時間３交代での常駐体制を実施。政府は全国から１００人の機動隊を投入、暴力的な県民排除を始めたのです。

　同局によれば、開発建設部職員３７０人中、９月２７日の時点で、２９９人に辺野古に近い北部国道事務所に「併任辞令」を出したと回答。常時動員体制を作り上げていることが分かりました。

　安倍政権は高江への米軍ヘリパッド新設でも住民の座り込みを“妨害者”と決めつけ防衛省職員を全国動員、機動隊も全国から５００人を出動させ県民弾圧を加速させています。

　安倍政権は高江への米軍ヘリパッド新設でも住民の座り込みを“妨害者”と決めつけ防衛省職員を全国動員、機動隊も全国から５００人を出動させ県民弾圧を加速させています。

　共通するのは安倍政権の意向による、有無を言わせない国策遂行、県民弾圧という強権政治です。

　同局は、「知りうる範囲では、同様の規模の事例は承知していない」と“併任辞令大規模発令の異常”を認めています。
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（写真）無通告で座り込みテントへの立ち入りを規制する柵を設置し、抗議する市民と小競り合いになる作業服・ヘルメット姿の北部国道事務所職員ら＝2015年２月25日夕、沖縄県名護市


しんぶん赤旗2016年10月2日(日)

辺野古土砂搬出阻もう　新基地反対　沖縄と連帯　全国連絡協議会が総会　熊本

　沖縄県名護市辺野古の新基地建設に伴う埋め立て土砂の搬出が狙われている熊本県天草市で１日、全国の土砂搬出元の連携で新基地建設を止めようと、沖縄に連帯する取り組みを進めている「辺野古土砂搬出反対全国連絡協議会」の第３回総会と記念講演会が開かれました。
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（写真）辺野古新基地建設ノーのたたかいの現状などについて北上田さんの講演を聞く参加者＝１日、熊本県天草市


　記念講演には、全国各地から会場いっぱいの１６０人が参加。元土木技術者で情報開示制度を使って新基地建設の設計の問題点の分析をしている北上田毅さんと、辺野古・大浦湾に隣接する二見以北地域在住の浦島悦子さんが沖縄から招かれ現状を報告。北上田さんは、政府が工事を進める上で避けて通れない設計概要の変更申請を拒否できるなど翁長雄志県知事の有する権限を一つひとつ紹介しながら、「知事が新基地ノーの毅然（きぜん）とした態度を貫き、県民がそれを支える限り、工事を止める絶大な力がある」と強調しました。

　浦島さんは「土砂搬出で自然破壊にさらされているみなさんと、私たちのように社会のしわ寄せを押しつけられ、弱い立場にある者同士がつながることが一番大事なこと。沖縄県民は、全国でこうして多くの人が声を上げていることに、とても勇気づけられている」と訴えました。

　政府・沖縄防衛局は、沖縄県内外の全国９地区から調達する大型トラック３５０万台分の膨大な埋め立て土砂のうち、天草・御所浦島の採石場から約３００万立方メートルを搬出しようと計画しています。

自民、公認めぐりしこり＝民進は共産との間合い腐心－衆院２補選


　参院選後初めての国政選挙となる衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙の告示まで１週間余りとなった。安倍晋三首相率いる自民党は２議席維持に自信を見せるが、公認決定をめぐって地方組織内にはしこりが残った。一方、蓮舫代表の初陣となる民進党は、選挙協力が必要との立場ながら共産党との間合いに腐心している。
　両補選の告示は１１日。２３日に投開票される。　
　鳩山邦夫元法相の死去に伴う福岡６区補選では、自民党が公認候補の擁立を断念し、保守分裂が決定的となった。
　党県連会長の長男で参院議員秘書の蔵内謙氏と、邦夫氏の次男で前福岡県大川市長の鳩山二郎氏の公認争いは、双方一歩も引かず調整が難航。執行部は最終的に「２人出馬でも野党に勝てる」と判断、当選者を追加公認する方針を決めた。だが、蔵内氏を推した県連内には不満がくすぶる。
　一方、小池百合子東京都知事の衆院議員失職に伴う東京１０区補選で、執行部は小池氏に近い若狭勝衆院議員（比例東京）の公認を決定。無所属でも出馬する意向を示していた若狭氏を公認したのは、分裂回避を優先したためだ。
　ただ、都知事選で党方針に反した若狭氏に対し、党都連内の反発は根強い。挙党態勢の構築が、執行部にとって今後の課題となる。
　◇候補一本化で駆け引き
　民進、共産両党は、次期衆院選での共闘に向けた「試金石」として、衆院２補選の候補者一本化を協議。共産党が取り下げる方向で検討している。
　「アリがゾウに挑戦する戦いかもしれない」。蓮舫氏は９月２８日、東京１０区補選の応援に入り、劣勢との認識を吐露した。
　２０１４年の前回衆院選は、小池氏にダブルスコアで完敗したが、旧民主、共産両党に生活の党の前回得票数を合計すると、その差は約１万票まで縮まる。民進党は「野党がばらばらでは勝負にならない」（中堅）と共闘の必要性を強調する。
　福岡６区補選でも、保守分裂を好機と捉え、野党の足並みをそろえたい考え。蓮舫氏は２日に地元入りする予定だ。
　ただ、選挙協力の協議は道半ばだ。共産党からすれば、単に候補者を取り下げるのでは党勢拡大に資さないため、幹部は「まだ時間がかかる」と持久戦の構え。民進党側は「無理に話をまとめなくてもいい」（幹部）と競合も辞さない姿勢で、共産党の譲歩を待っている。
　蓮舫氏は「選挙の顔」として期待され、代表選に勝利した。初陣でつまずけば、求心力低下は避けられない。蓮舫氏周辺は「両選挙区とも自民党の議席だった。野党が共闘しても厳しい」と、早くも予防線を張っている。
◇衆院２補選立候補予定者
【東京１０区】
若狭　　勝　５９　弁護士　　　　　自　現
鈴木　庸介　４０　元ＮＨＫ記者　　民　新
岸　　良信　６１　党地区委員長　　共　新
吉井　利光　３４　党青年局部長　　諸　新
【福岡６区】
蔵内　　謙　３５　参院議員秘書　　無　新
鳩山　二郎　３７　前大川市長　　　無　新
新井富美子　４９　元総領事館職員　民　新
小林　解子　３６　党地区委員長　　共　新
西原　忠弘　６１　党県総務会長　　諸　新
　※敬称略。自は自民、民は民進、共は共産、諸は諸派、無は無所属
（時事通信2016/10/01-21:42）
しんぶん赤旗2016年10月3日(月)

米山さんで再稼働推進止めよう　新潟知事選　小池書記局長が応援　各党代表訴え
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（写真）米山隆一知事候補（右から２人目）の応援演説をする小池晃書記局長（左から３人目）と、左から森裕子、中山均、竹内功（右端）の各氏ら＝２日、新潟・新潟駅前


　「頑張れ！」「いいぞ！」―日本共産党の小池晃書記局長と生活の党の森裕子新潟県連代表らが、米山隆一同県知事候補（４９）の手を掲げると市民から歓声が上がりました。小池書記局長は２日、各党代表らと新潟市内２カ所で街頭演説し、東京電力柏崎刈羽原発再稼働が大争点となっている新潟県知事選（１６日投票）で、何としても米山氏を勝利させようと訴えました。

　大勢の市民が駆けつけた新潟駅前（中央区）では、米山候補と各党の代表が宣伝カーに上る光景を見た女性が「迫力ある」と興奮気味に語りました。

　米山氏は、▽東電福島原発事故の原因▽原発事故後の健康と生活への影響▽避難計画の実効性をあげ「この三つが徹底的に検証されないかぎり、原発再稼働の議論はない」と表明しました。

　小池氏は、参院選新潟選挙区で野党統一候補の森氏が勝利したことをあげ､｢市民と野党が一つになれば、権力のどんな横暴も覆すことができると証明されました。与党と電力会社は原発再稼働の議論はしないという新潟県政を覆そうとしています。今度は、市民と野党が力を合わせて米山さんを新しいリーダーに押し上げよう｣と呼びかけました｡

　小池氏は、「柏崎刈羽原発は世界一の規模を持つ原発です。福島第１原発事故の総括もしないで、再稼働なんて許されない」と厳しく批判しました。

　さらに、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について、輸入米価格の偽装が発覚したと指摘し、「もはや政府の試算がでたらめなのは明らかです。新潟のコメと、誇りの農業を守りぬく米山さんをリーダーに選ぼう」と訴えると、市民から大きな拍手がわきました。

　米山候補の選対本部長を務める森氏は、「参院選で県民から、子どもの未来を輝くものにしてほしいと切なる願いを託してもらいました。その熱い思いを今度は米山さんに」と力を込めました。

　市民と共産、生活、社民、新社会、緑の５党がつくる「新潟に新しいリーダーを誕生させる会」共同代表の中山均新潟市議（緑の党共同代表）と、社民党の竹内功新潟市議がマイクを握り応援しました。

　秋葉区のショッピングセンターでは、同会共同代表の磯貝潤子さんも米山候補必勝を訴えました。

　この日、小池氏は米山選対事務所を激励に訪れ、同会の渡辺英明事務局長（社民党県連幹事長）と懇談しました。

しんぶん赤旗2016年10月3日(月)

米山氏「原発は不要」　公開質問状　自公候補は個別回答避ける　新潟県知事選　１６日投票

　柏崎刈羽原発の再稼働が大きな争点となっている新潟県知事選挙（１６日投票）で、市民と５野党共同候補の米山隆一氏は市民団体の公開質問状に、「エネルギー政策上、原発は必要でない」などと回答（先月２７日）しました。

　質問状は先月、原発からいのちとふるさとを守る新潟県民の会が各予定候補者に出していたもの。１５項目にわたり原発への態度、国や東京電力の対応について質問しています。

　米山氏は「必要でない」根拠として、稼働してないことで電力不足が起こらず、支障がないことを挙げ、再生可能エネルギーなどを確保しながら、原発からの離脱をと主張しています。

　｢柏崎刈羽原発6･7号機の再稼働に同意しますか｣の問いに､同氏は｢同意できない｣にマルをつけ､福島第1原発事故などの検証がなされない限り､再稼働の議論はできないという､泉田(現知事)路線を継承しますと補足説明しています｡

　自民、公明推薦の森民夫候補は個別の回答を避け、再稼働への態度を示さないまま、抽象的に「県民の安全と安心の確保を最優先」などと回答しています。

産経新聞2016.10.2 22:41更新 
緩む自民党に攻める民進党…ただ民進党には拍手・起立で“ブーメラン”も

９月２６日の衆院本会議で安倍首相（右）の所信表明演説中に起立して拍手する自民党議員＝衆院本会議場 
　臨時国会の召集から１週間が経過し、早くも自民党の“ゆるみ”が追及されるケースが目立っている。復興や環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）など、安倍晋三政権の重要課題に深く関わる議員が波紋を起こした。自民党は衆参両院で単独過半数を確保し支持率も堅調だが、おごりがみえれば野党に足をすくわれ、国民の信頼を失いかねない。
「政権の姿を体現」
　「国会が始まってから、各方面から緊張感を持てと注意される」。自民党の二階俊博幹事長は最近、周囲にこう語り、党内の綱紀粛正の必要性を示した。
　臨時国会でさっそく標的となったのが、務台俊介内閣府兼復興政務官だ。台風被害を受けた岩手県岩泉町の被災地視察で長靴がなかったため、内閣府の職員に背負われて水たまりを渡った。弁解の余地がない失態に、務台氏は「猛省している」としたが、民進党は見過ごさなかった。
　野田佳彦幹事長は９月２７日の代表質問で「（旧民主党政権に）おんぶをされて視察するような政務三役はいなかった」と批判。大串博志政調会長も「役人におんぶにだっこの安倍政権そのものの姿を体現している」とこきおろした。民進党議員は、過去に閣僚らが被災地視察で政府職員におんぶされた例の有無などをただす質問主意書を提出。敵失を見逃さない執拗ぶりだ。
「国会・国民軽視だ」
　ＴＰＰでも自民党内で自ら首を絞めるような発言が飛び出た。
　衆院ＴＰＰ特別委員会理事だった福井照衆院議員が先月２９日、ＴＰＰ承認案と関連法案について「強行採決で実現する」などと語ったのだ。
　自民党は福井氏の理事辞任で幕引きを狙ったが、民進党の山井和則国対委員長は「政府・与党のおごりの象徴だ。議会軽視、国民軽視の表れだ」と厳しく糾弾した。
　政府がＴＰＰ関連法案などの今国会成立を目指す中、本格審議を前にして関係者が強行採決に言及したことの痛手は大きい。
「執行部の面目丸つぶれ」
　ゆるみは国会審議以外にも広がっている。
　衆院東京１０区補欠選挙（２３日投開票）に自民党公認で出馬する若狭勝衆院議員が、先の東京都知事選で若狭氏とともに小池百合子知事を支援した区議を党都連が除名した場合は「自民党議員を続けることはできない」と述べ、当選しても離党する考えを示した。
　若狭氏はその直前に公認証を受け取ったばかりだった。補選は８月の党役員人事で現執行部になって初の国政選挙。「絶対に勝てる選挙」（古屋圭司選対委員長）を目指し、小池氏との対立を回避するため、都連と折り合いの悪い若狭氏をあえて公認した執行部の面目は丸つぶれとなった。党内には若狭氏の応援を拒否する議員もいるという。
拍手・起立はブーメラン
　民進党は先月２６日の首相の所信表明演説で起きた自民党議員によるスタンディングオベーション（立ち上がっての拍手）にもかみついた。首相が起立を求めたわけではないが、首相の演説が約１５秒間中断したことから、民進党は「異常な状態」と抗議した。
　ただ、旧民主党政権でも平成２１年１０月２６日、鳩山由紀夫首相（当時）が初の所信表明演説を「ぜひとも一緒に新しい日本をつくっていこうではないか」と締めくくった際、同党議員が総立ちになって２０秒以上も拍手を送った。
　安倍首相のときは大島理森議長が「着席ください」と制止したが、鳩山首相当時の横路孝弘議長（旧民主党）は総立ちの拍手に何の注意もせず「異常な状態」を黙認した。民進党も敵失に勢いづいて批判に明け暮れていては、“ブーメラン”となって自身に跳ね返って来かねない。
（沢田大典）
しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

首相“何が問題なのか”　本会議での総立ち拍手　追及に“侮辱”と気色ばむ場面も

　安倍晋三首相は３０日の衆院予算委員会で、所信表明演説（２６日、衆院本会議）中に自らの呼びかけに応じて自民党議員が立ち上がって拍手した問題について「どうしてそんなに問題になるのか理解できない」と述べました。民進党の細野豪志代表代行への答弁。

　首相は演説で、海上保安官、警察官、自衛官の働きぶりに触れ「今この場所から、心からの敬意を表そうではありませんか」と呼びかけました。これに応じて多くの自民党議員が示し合わせたように立ち上がって拍手。首相も壇上で拍手し、演説が中断。大島理森議長が注意する事態となりました。

　２７日の衆院議院運営委員会理事会で「首相の行為は不適切」との認識で与野党が一致。自民党理事が「政府に対して『気をつけてほしい』と伝えたい」と表明していました。

　予算委では細野氏が演説時の状況について「この国の国会ではないのではないかと錯覚すら覚えた」と述べたことに対して、首相が「どの国だというのか。あまりに侮辱ではないか」と気色ばむ場面もありました。

野党転落後に急減、自民党員１００万人を回復

読売新聞2016年10月02日 09時25分

　自民党の二階幹事長は１日、徳島市内で開かれた党徳島県連の会合で講演し、２０１６年９月末時点の党員数が１００万人を回復したことを明らかにした。党員数は０９年の野党転落後に大幅に減少し、少なくとも過去４年間は１００万人を割り込んでいた。



　二階氏は「おかげさまで１００万人を超えた。党の元気、勢いが政策を実現する上でも一番大事だ」と述べた。また、「自民党の力の源泉は地方の党員のみなさんの力だ」と強調した。

　自民党の党員数は０８年末時点で１０６万人だったが、野党転落後に急減し、政権復帰後の１３年末時点では７８万人にまで落ち込んだ。このため、１４年から２年間にわたり、１２０万人を目標に党員獲得運動を展開。国会議員に１０００人以上の党員獲得のノルマを課すなどし、１５年末時点で約９８万人に回復していた。

補正予算案、4日にも衆院通過　野党は輸入米問題で攻勢

共同通信2016/10/2 21:59

　政府、与党は経済対策の第1弾と位置付ける2016年度第2次補正予算案について4日に衆院を通過させ、今月中旬に成立を図る方針だ。民進党など野党は、同予算案に環太平洋連携協定（TPP）関連も含まれていることから、輸入米の売買入札を巡り不透明な取引があった問題で政府側の対応を追及し、攻勢を強める。

　衆院予算委員会は3日に安倍晋三首相と全閣僚が出席して2日目の基本的質疑を実施する。与党は4日に補正予算案の締めくくり質疑と採決を行う日程を提案。参院予算委でも同程度の審議日数を確保し、11日の成立を目指している。

改憲勢力「２３減」でも２／３維持　１月解散の判断材料に

東京新聞2016年10月2日 朝刊
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　安倍晋三首相が来年一月に衆院解散・総選挙に踏み切るとの観測に対し、自民、公明の与党内に否定的な意見もある。選挙をすれば与党が議席を減らし、改憲発議に必要な三分の二の議席を割り込む可能性があるからだ。ただ、本紙の試算では、自公に日本維新の会を加えた改憲勢力は二十三議席を失ったとしても三分の二を維持できる。首相はどのような判断をするのだろうか。

　衆院の定数は四七五。現在は欠員二のため、三分の二ラインは三一六になる。与党の現有議席は自民二九〇、公明三五の計三二五。衆院選になった場合、三分の二は三一七に増える。与党は八減らしても維持できる数字だが、二〇一四年の前回が大勝だっただけに、与党内には「確保は厳しい」との声がある。

　ただ、改憲に前向きな維新を加えれば余裕が生まれる。維新の衆院の現有は一五。与党を合わせた「改憲三党」という観点では三四〇に達し、三分の二を維持するには、減らす議席を二三までにとどめればよい。

　衆院に議席のない日本のこころを大切にする党から当選者が出れば、改憲勢力は上積みになる。加えて、衆院には保守系の無所属議員がいて、数人が自民党会派や自民党の派閥に所属しており、改憲に賛同する可能性が高い。こうした状況を考慮に入れれば、三分の二維持のハードルは下がる。

　一方、七月の参院選で共闘した野党四党の衆院の現有は民進九七、共産二一、生活二、社民二の計一二二。四党で三七増やし、計一五九を獲得すれば三分の一を超える。改憲勢力の三分の二獲得を阻止できる。

　改憲勢力は参院選を経て、今は両院で発議に必要な議席を占めている。　（清水俊介）

１月解散あり得る＝衆院選、区割り前を希望－自民・下村氏
　自民党の下村博文幹事長代行は２日のフジテレビの番組で、来年１月の通常国会冒頭の衆院解散について「あるかもしれない」との認識を示した。下村氏は「（２０１４年の前回衆院選の時は１２年選挙から）２年たつかたたないうちに解散した。（前回選挙から）もう２年なので、いつあってもおかしくない。与野党とも常在戦場の雰囲気になりつつある」と指摘した。
　下村氏はまた、来年５月に衆院議員選挙区画定審議会（区割り審）が「１票の格差」是正のため小選挙区の「０増６減」を柱とする区割り勧告を予定していることに触れた上で、「現職に非常に脅威だ」と述べ、勧告前の選挙実施が望ましいとの考えを示した。番組後、下村氏は記者団に「現職候補は自分の選挙区が変わるため、調整、準備が相当大変だ」と語った。　
　公明党の山口那津男代表も福岡市内で記者団に対し、「いつ解散か分からない。常在戦場の心構えは常に持っていなければならない」と述べ、準備を急ぐ考えを改めて示した。（時事通信2016/10/02-17:15）
1月解散「あり得る」　自民・下村幹事長代行

共同通信2016/10/2 12:11

　自民党の下村博文幹事長代行は2日のフジテレビ番組で、安倍晋三首相が来年1月の通常国会冒頭で衆院を解散するとの見方に関し「そういうこともあるかもしれない」との認識を示した。

　「過去2回、（直前の衆院選から）2年たつかたたないうちに解散した」と指摘。2014年12月の前回衆院選から2年近くが経過しており「いつあってもおかしくない」と強調した。

　「1票の格差」是正のため来年5月までに行われる見通しの衆院小選挙区の新たな区割り案勧告について「区割り変更は現職にとって脅威だ」と述べ、勧告前の解散を求める圧力が高まる可能性に言及した。

衆院解散「いつあってもおかしくない」…下村氏

読売新聞2016年10月02日 18時26分

　自民党の下村博文幹事長代行は２日、フジテレビの番組で「いつ（衆院）解散があってもおかしくない」と語り、安倍首相が早期の衆院解散・総選挙に踏み切る可能性があるとの認識を示した。

　来年１月召集の通常国会冒頭での解散についても「あるかもしれない」と語った。

　また、解散時期を決める要因の一つとして、早ければ来年６月にも実施される小選挙区定数の「０増６減」を挙げ、「現職にとっては相当脅威だ」と語った。難航が予想される候補者調整を避けるため、首相が「０増６減」前の解散に踏み切ることもあり得るとの考えを示したものだ。

　これに関連し、公明党の山口代表は福岡市内で記者団に、「常在戦場の心構えは常に持っていなければならない」と述べ、衆院解散に備えて準備を急ぐ考えを改めて示した。

古賀氏「衆院解散遠くない」　元自民幹事長

共同通信2016/10/1 16:35

　古賀誠元自民党幹事長は1日、佐賀市での同党議員のパーティーであいさつし、衆院解散・総選挙の時期に関し、与野党内で来年1月解散との見方が出ている現状を念頭に「解散風が吹き荒れる昨今だ。そう遠くない」と述べた。

　岸田派を率いる岸田文雄外相が「ポスト安倍」候補として名前が挙がることに触れ「いずれ岸田政権をつくらなければならない。岸田氏自らしっかり行動を起こしてほしい」と促した。古賀氏は、岸田派の名誉会長を務める。会合には、岸田氏も出席した。

自民・下村氏、年明け解散「そういうこともあるかも」
朝日新聞デジタル二階堂勇2016年10月2日19時47分
　自民党の下村博文幹事長代行は２日、来年５月までに固まる予定の衆院小選挙区の新たな区割りについて、「自民党現職候補者の調整がいる。区割り変更で７０～８０くらい。そうすると選挙準備が相当大変なことも、（解散時期を）配慮する要因の一つ」と記者団に述べ、区割り変更前に解散・総選挙の可能性があるとの見方を示した。
　区割りは、「一票の格差」是正のため変更される。下村氏は、直前のフジテレビの番組でも「選挙区数が減る。現職（議員）にとって相当脅威だ」とも述べたほか、安倍晋三首相の解散判断にはロシアのプーチン大統領との１２月の首脳会談も影響を与えるとの見方を示した。政界に広がる「年明け解散」の臆測について、「そういうこともあるかもしれない」と語った。番組終了後、下村氏は記者団に、北方領土問題について「（首相は）１２月になんとしても一定の決着をつけようという思いがある」と強調した。（二階堂勇）
衆院１月解散「与野党に対応の動き」　自民・下村氏 
　自民党の下村博文幹事長代行は２日、永田町で取り沙汰される来年１月の衆院解散・総選挙について「与野党を問わず、対応しようという動きが出てきた」と述べた。前回の衆院選から約２年たつことから「いつ解散があってもおかしくない」とも指摘した。都内で記者団に語った。
　下村氏は安倍晋三首相の側近。衆院小選挙区の「０増６減」などに伴い、来年５月末にも区割りの見直しが勧告されることも「（解散を）配慮する要因の一つになる」と述べた。勧告後は候補者の調整や、新たな区割りの下での選挙準備に時間がかかるとみられるからだ。
　北方領土問題を巡っては「12月の日ロ首脳会談で一定の決着がつけられなかったら、日ロ関係は膠着状態になる」と指摘した。
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2016.10.2 21:39更新 
自民・下村博文氏「１月解散あるかも…」　公明・山口那津男氏は「常在戦場の心構え常に！」

下村博文氏
　自民党の下村博文幹事長代行は２日のフジテレビ番組で、安倍晋三首相が来年１月の通常国会冒頭で衆院解散・総選挙に踏み切るとの観測について「そういうこともあるかもしれない」と述べた。
　下村氏は「過去２回は（衆院議員任期の半分の）２年がたつか、たたないうちに解散したのは事実だ」と強調。その上で「この秋で２年だから『いつ解散があってもおかしくない』という常在戦場の雰囲気にはなりつつある」と語った。
　また、「一票の格差」是正のため来年５月２７日までに行われる「０増６減」の衆院選挙区の新たな区割り案勧告に関し「区割りの変更は現職にとって脅威だ」と述べ、勧告前の解散を求める圧力が高まる可能性に言及した。
　公明党の山口那津男代表は「解散は首相の専権事項だ」としつつ、「国会議員の心得として常在戦場の心構えは常に持っていなければならない」と述べ、早期解散に備えるべきだとの考えを改めて示した。福岡市内で記者団に語った。
産経新聞2016.10.2 21:44更新 
【「新報道２００１」抄録】自民党の下村博文氏「常在戦場の雰囲気になりつつある。（年明け衆院解散）あるかもしれない」
　自民党の下村博文幹事長代行（党東京都連会長）が、豊洲市場（江東区）の盛り土問題や、衆院解散・総選挙の時期などについて語った。
　－－盛り土問題は都の財政事情も背景にあるのでは
　「都の豊かな財政の影響もあるだろう。過去３代の知事が（任期）途中で代わり、緊張感のない都政になっている部分もあるのではないか。これを奇貨として（小池百合子）新都知事には組織機構対策を根本的にやっていただきたい」
　－－都立広尾病院の移転問題も意思決定の過程が不透明だ。豊洲市場の問題と同じ構造ではないか
　「都が都民に対しきちんと情報公開し、移転でコストが上がってもどういうプラス点があるのか納税者に説明するのは当然だ」
　－－都の調査チームが２０２０年東京五輪・パラリンピックの開催費が総額３兆円を超す可能性があるとして計画の見直しを迫った
　「見直しのラストチャンスだ。もう一度、本当にコストがさらに削減できるかどうか見直すいい機会だ」
　－－来年１月に衆院解散・総選挙との観測がある。どれぐらいの強さで解散風が吹いているか
　「過去２回は２年がたつか、たたないうちに解散したことは事実だ。この秋で２年だから『いつ解散があってもおかしくない』という常在戦場の雰囲気には与野党ともなりつつある」
　－－年明け早々の可能性も考えるべきか
　「そういうこともあるかもしれない」
自民・幹事長代行 区割り見直し前に解散の可能性も
ＮＨＫ10月2日 11時09分
自民党の下村幹事長代行は東京都内で記者団に対し、衆議院の解散・総選挙について、衆議院選挙の１票の格差を是正するために、来年５月下旬までに小選挙区の区割りが見直されることから、見直し前に選挙が行われる可能性もあるという見方を示しました。
この中で下村幹事長代行は衆議院の解散・総選挙について、「前回の選挙からもう２年たったわけだから、いつ解散があってもおかしくない。与野党問わず、常在戦場に対応しようという動きが出てきたことは事実だ」と指摘しました。
そのうえで下村氏は、衆議院選挙の１票の格差を是正するために来年５月下旬までに小選挙区を６減らすことに伴い、区割りが見直されることなどを踏まえて、「自民党で言えば、現職候補の調整もあるが、自分の選挙区が変わるわけだから、選挙準備を考えたら相当大変なことだということも配慮する要因の一つとして出てくるのではないか」と述べ、区割りの見直し前に選挙が行われる可能性もあるという見方を示しました。
「合区」解消に努力＝二階自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は１日、徳島市で開かれた党徳島県連大会で講演し、同県が対象となった参院選挙区の「合区」について、「参院選挙（制度）をどうしていくか、地元選出の先生方とも意見を交わしながら、党内の考えをまとめていきたい」と述べ、「合区」解消に努力する姿勢を強調した。二階氏は「（合区は）本当に緊急避難で、ご迷惑を掛けている。わが身に置き換えれば大変なことだ」と語った。　（時事通信2016/10/01-18:26）
自民幹事長、「合区」解消に意欲 
日経新聞2016/10/1 20:14
　自民党の二階俊博幹事長は１日、徳島市で開いた党会合で講演し、隣接選挙区を統合して１つにする「合区」の解消に意欲を表明した。「緊急避難的に解決策を見いださないといけない」と述べた。和歌山県と大阪府の合区が取り沙汰されていることにも触れ「太平洋に飛び込むのと一緒。（和歌山は）大阪にのみ込まれてしまう」と語った。
　合区は７月の参院選で初めて採用。徳島県と高知県、鳥取県と島根県の２つが合区になった。徳島で開いた１日の会合では「地域の声が国政に届かない。合区をやめて元に戻すべきだ」と合区への批判が相次いだ。
　二階幹事長は「合区」解消を検討する党総裁直属機関の新設を検討する考えを示している。ただ実現には参院定数を増やし、東京など都市部に割り振る案など限られており、ハードルは高い。
自民 二階氏 参議院「合区」の議論急ぐ考え
ＮＨＫ10月1日 20時10分
[image: image31.jpg]



自民党の二階幹事長は徳島市で講演し、先の参議院選挙で徳島・高知両県などに導入された、いわゆる「合区」に対し、対象となった県を中心に解消を求める意見が出ていることを受けて、党としてどう対応するのか議論を急ぐ考えを示しました。
先の参議院選挙では、隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる合区が、鳥取・島根両県と、徳島・高知両県に導入されましたが、４県を中心に、「都道府県ごとの民意が反映されない」として、解消を求める意見が出ています。
これについて自民党の二階幹事長は、１日の講演で、「先の参議院選挙で徳島では、選挙制度の変更により、大変、ご迷惑をおかけした。選挙に勝ったは勝ったでいいが、これまで名前もよく知らなかったような広い地域に責任を持ち、次の選挙でも維持していくには、大変な努力がいる」と述べました。
そのうえで、二階氏は、「今回の制度変更は緊急避難であり、どう対処して乗り越えていくのか、解決策を見いださなければならない。関係する国会議員らとも意見を交わしながら、党内の考えをまとめていきたい」と述べ、党としてどう対応するのか議論を急ぐ考えを示しました。
しんぶん赤旗2016年10月2日(日)

捜査違法性　浮き彫り　仁比氏、県警盗撮で調査　大分・別府
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（写真）隠しカメラが発見された斜面前で矢須田氏（左）の説明を受ける仁比参院議員（中央）と堤県議（右）＝１日、大分県別府市


　大分県警別府署が、参院選で野党統一候補を支援する団体が入る建物敷地に隠しカメラを設置し、市民の出入りを盗撮していた事件で、日本共産党の仁比聡平参院議員は１日、現地を調査し、関係者から事件の概要などを聞き取りました。堤栄三党県議、山下魁県書記長が同行しました。

　別府市内の現場では矢須田士（やすだ・ものぶ）連合大分東部地協事務局長から、隠しカメラ発見のいきさつなどを聞き取りました。

　矢須田氏は、事件が表面化し２カ月近くがたつものの、県警から隠し撮りの目的は語られず、一方で労働・生活相談などで来館する市民に深刻な影響を与えている実態を明らかにし、「幕引きはさせない」と語りました。

　仁比氏は事件の経緯、会館関係者らの声をていねいに聞き取り「侵害された人権の重大さ、隠し撮りという侵害行為の卑劣さ、捜査手法の違法性が浮き彫りになった事件だ」と指摘。「国会で力を尽くしたい」と応じました。

　地元メディアも、共産党国会議員の調査に注目し駆けつけました。県内では、県議会が真相究明と再発防止を求める決議を全会一致で可決したほか、７市で県公安委員会に対して真相究明を求める意見書が相次ぎ可決されています。

都、組織委　五輪司令塔争い火花

東京新聞2016年10月2日 朝刊

　「ガバナンスの問題が結局、一番難しいと思う」

　調査チームから報告書を受け取った小池知事はこう述べた。ガバナンスの問題とは「全体を取り仕切る司令塔がはっきりしない」ことと報告書にある。都、国、組織委がそれぞれの予算だけを管理する体制を「社長と財務部長のいない会社と同じ」と批判した。
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　組織委が集める民間資金は五千億円とされ、足りない場合は都が負担する。つまり、開催費用を抑えなければ、二兆五千億円超は都民の税金など公的資金で賄われる可能性が高い。このため、報告書は都などが計画や予算、人員を一元管理すべきだとも指摘した。

　そもそも、都と組織委はどんな関係なのか。

　組織委は都と日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）が一億五千万円ずつ出して設立した公益財団法人だ。都は五十七億円を追加し、計五十八億五千万円（基本財産の９７・５％）を拠出。二百四十五人を派遣し、組織委職員の三人に一人は都からだ。給与は都が負担している。
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　地方自治法は、基本財産の二分の一以上を拠出すれば、予算執行への調査や監査委員による監査ができると定めている。さらに、都には情報公開の推進など法以上に権限を強めた独自の監理団体制度があり、公益財団法人二十団体を含む三十三団体と協定を結び、監理団体に指定している。だが、組織委は指定されていない。

　森氏は監理団体化に否定的だ。小池知事に報告書が提出された日、森氏は組織委が内閣府認定の公益財団法人だとして「都知事の指示でああせい、こうせいとできる団体ではない」と報道陣に強調。監理団体化は「あり得ないし、できないんじゃないか」と述べた。

　組織委は都に五十七億円の返還を打診している。しかし、返還が実現しても、残る基本財産三億円のうち都の拠出割合は二分の一。新藤宗幸千葉大名誉教授（行政学）は「公益財団法人だからといって組織委を監理団体化できない理由にはならない。都の負担は税金から出ている。拠出が５０％以上なら調査も指導監督も当然できる」と話している。

小池都政で初の議会 今週から豊洲市場問題などで論戦へ
ＮＨＫ10月3日 5時13分
東京都の小池知事の就任後初めてとなる都議会は、今週から各会派による代表質問などが始まり、豊洲市場の問題や、東京オリンピック・パラリンピックの競技会場の整備計画の大幅な見直しが提案されたことなどについて、論戦が行われる見通しです。
東京都の小池知事の就任後初めてとなる都議会は、先月２８日に開会して知事の所信表明を受けて今週から各会派の質問が始まり、４日に代表質問、５日に一般質問が行われます。
議会側は、豊洲市場をめぐる問題で、都が盛り土を行わない方針をいつ、誰が決定したかを特定できなかったと結論づけた内部調査の結果を公表したことや、４年後のオリンピック・パラリンピックの予算などを検証している都の調査チームが、競技会場の整備計画の大幅な見直しを提案したことなどを受け、こうしたテーマを中心に論戦が行われる見通しです。特に、豊洲市場をめぐる問題は、都側が議会で事実と異なる説明を繰り返してきたことや、地下水のモニタリング調査で環境基準を上回る有害物質が検出されるなど、都民の関心が高いことから、議会側が都の対応を厳しく追及するとみられます。
また、オリンピック・パラリンピックをめぐっては、開催費用が３兆円を超えるとした都の調査チームの推計や、ボートやカヌー会場を宮城県登米市のボート場などへ変更するといった提案について、議会側が知事の見解や妥当性をただすことも想定されます。
都議会ではこのほか、待機児童対策や防災対策などをめぐっても議論されることになっています。
何が起きたか見てほしい＝シカゴで広島・長崎原爆展－米
　【シカゴ時事】被爆の悲惨な実態を海外に発信し、核兵器のない平和な国際社会を実現することを目的に「ヒロシマ・ナガサキ原爆展」が１日、オバマ米大統領の地元シカゴ市で始まった。開会式に臨んだ広島平和記念資料館の志賀賢治館長は「ここに来て、あのキノコ雲の下で何が起きていたのかを実際に見てほしい。その上で核問題の議論を深めていってほしい」と訴えた。


１日、シカゴ市で開かれたヒロシマ・ナガサキ原爆展で、展示物に見入る来場者
　会場では、原爆投下直後のキノコ雲や崩壊した建物、苦しむ被爆者など３０点の写真パネルのほか、オバマ氏が５月に広島を訪れた際に自ら作った折り鶴などが展示されている。被爆者による体験の証言も行われる。
　広島市や長崎市などの共催で、２９日まで開かれる。両市は１９９５年以来、海外でこうした原爆展を開催してきており、今回が５２回目となる。（時事通信2016/10/02-05:19）
しんぶん赤旗2016年10月2日(日)

平和な世界へ軍縮を　ＩＰＢ世界会議が開幕　原水協・被団協代表ら参加　ベルリン
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（写真）ＩＰＢ世界会議の開幕総会で、ノーベル平和賞受賞者タワクル・カルマンさん（左）の話を聞く参加者ら＝９月30日、ベルリン工科大学（島崎桂撮影）


　【ベルリン＝島崎桂】ドイツのベルリン工科大学で９月３０日、「軍縮を！　平和の機運をつくるために　世界会議」が開幕しました。各国の平和団体で構成する国際平和ビューロー（ＩＰＢ）が主催。３日間の日程で、核兵器廃絶など平和への取り組みを交流、議論します。日本からは原水爆禁止日本協議会（日本原水協）や日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）の代表らが参加しました。

　ＩＰＢのインゲボルグ・ブレイネス共同会長は開会にあたり、「私たちは世界を変える対案を示すため、ここに集まった」と指摘。参加者に「世界の不正義を解決するための戦略を話し合おう」と呼びかけました。

　会議には世界約８０カ国から１０００人以上が参加。各国平和団体の代表やノーベル平和賞受賞者、紛争が多発しているアフリカ諸国の大使らが出席しました。期間中は多くの分科会を通じ、武器貿易の規制や紛争の平和的解決、平和教育のあり方を協議します。

　日本原水協や日本被団協は原爆展や被爆証言を通じ、核兵器廃絶に向けた「ヒバクシャ国際署名」への賛同を呼びかけます。

　核兵器禁止条約の交渉開始を求める国際世論が高まる中、今回の会議では早期の核廃絶実現に向け、ニューヨークで開催中の国連総会に宛てたアピールを採択する予定です。

　中東イエメンの民主化運動を主導し、２０１１年にノーベル平和賞を受賞したタワクル・カルマンさんは開幕総会の中、「戦争に向かう道か、平和と発展に向かう道か、選ぶのは私たち自身だ」と強調。ベルリン市を代表してあいさつしたマティアス・コラッツ収入役は「平和は自然発生するものではなく、行動が伴わなければ実現しない」と述べ、各国で平和運動を主導する参加者に謝意を表明しました。

しんぶん赤旗2016年10月3日(月)

核兵器禁止条約実現を　ＩＰＢ世界会議　日本の被爆者訴え
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（写真）発言する田中熙巳事務局長＝１日、ベルリン（島崎桂撮影）


　【ベルリン＝阿部活士】ドイツの首都、ベルリンで開かれている「軍縮を！　平和の機運をつくるために　世界会議」（ＩＰＢ＝国際平和ビューロー主催）は１日、全体会議を続行させながら、非暴力の紛争解決や軍縮教育などさまざまなテーマによる分科会を開きました。「核兵器のない世界の創造」では、核兵器禁止条約の２０１７年締結交渉開始が議題になる国連総会のもとで、禁止条約を勝ち取る運動について多角的な議論になりました。

　日本被団協の田中熙巳（てるみ）事務局長（８４）と、広島県被団協の佐久間邦彦理事長（７１）が報告者として自身の被爆体験、提案したヒバクシャ国際署名の意義を語りながら核兵器禁止条約を、と語りました。

　「１３歳のときに長崎原爆にあい、叔母といとこら身内５人の命を一挙に奪われた」と話しだした田中さんは、「３日後も放置された数えきれない死体など、爆心から１キロ内で見た凄惨（せいさん）な状況は、７１年たった今も脳裏からぬぐい去ることができない」と語りました。「核兵器廃絶までの困難は山ほどあります。しかし、廃絶への決意を強固な意志として持ち続ければ実現できないことはありません」と結びました。

　ドイツをはじめ欧米の平和団体などから「核兵器の非人道性を伝える被爆者の訴えが廃絶運動の力強いモチベーションになる」との発言が続きました。

　質疑では、核兵器禁止条約をめぐり核保有国や“核の傘”に依存する国ぐにと､非核保有国の間で深まる対立の解消策が焦点になりました。科学者の国際会議、｢パグウォッシュ会議｣のジャヤンタ･ダナパラ会長(スリランカ）はパネリストを代表し、核兵器から「利益」を得る各国政府の姿勢を変えるため、「市民社会を中心に（反核の）運動を強めていく必要がある」と指摘しました

しんぶん赤旗2016年10月3日(月)

国連総会きょうから第１委　核禁止条約　交渉開始が焦点

　【ワシントン＝島田峰隆】ニューヨークの国連本部で開かれている第７１回国連総会は３日から、議論の場を各委員会に移します。そのうち軍縮・国際安全保障問題を扱う第１委員会では、オーストリアなどが示した核兵器禁止条約の交渉を始める国際会議を来年招集する決議案などをめぐる議論が最大の焦点となります。

　委員会は３～１１日に各国代表による一般討論を行い、１２日には非政府組織（ＮＧＯ）が発言する予定です。その後テーマ別討論を行い、１０月２４日から一連の決議案を採決します。

　オーストリアなど６カ国は、核兵器を禁止する法的拘束力のある措置について交渉を始める国際会議を２０１７年に開くとした決議案を公表し、賛同を呼び掛けています。提案国の一つ、南アフリカは「大量破壊兵器のなかで核兵器だけがいまだに法的に禁止されていないのは異常なことだ｣と指摘しています｡

　核保有５カ国（米英仏中ロ）は９月１５日の共同声明で「ステップ・バイ・ステップ（一歩一歩）のアプローチを追求し続ける。それこそが唯一の現実的な道だ」などと主張。５カ国は包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）についての同日の共同声明で「核弾頭の維持と備蓄は核不拡散条約（ＮＰＴ）とＣＴＢＴの目的と両立する」と開き直りました。

　これには「国連加盟国の多数派を代表する見解ではない」（ブラジル）などと批判が相次いでいます。

都「盛り土」答弁２６回　豊洲「地下空間」決めた１１年９月以降

東京新聞2016年10月1日 13時54分

 　東京都が開設する豊洲市場（江東区）の盛り土問題で、都の市場当局が建物下に盛り土せずに、地下空間を置く方針を決めた二〇一一年九月以降だけで、中央卸売市場長ら当局幹部が都議会の答弁で計二十六回、「敷地全体に盛り土する」などと事実と異なる説明を繰り返していたことが、都の報告書で分かった。盛り土がないのを知る立場の別の幹部も同席していたが、「自分の所管の答弁ではない」と判断して修正しないなど、ずさんな議会対応が続いた。　（内田淳二）

　中西充市場長「地下水位を管理し、その上に液状化を生じない層（盛り土）を四・五メートル確保する」（一二年三月当時、都議会予算特別委員会）

　塚本直之市場長「すべてきれいな土と入れ替え、さらに盛り土する。法の求める対策を上回る二重、三重の封じ込めで、安全性にまったく問題はない」（一三年三月当時、同）

　都が九月三十日に発表した内部調査報告書によると、土壌汚染対策に関する都議会答弁は、これら歴代市場長の他に土木部門の幹部職員が行った。だが、建物下に盛り土がないという事実に基づく答弁は、現在に至るまでない。

　一一年九月に作成された建物工事の実施設計を委託する「起工書」に、地下空間がある断面図が添付されており、報告書は「地下に（地下水監視の）モニタリング空間を設ける機関決定だった」と判断。決定権者は中西氏（現副知事）で、公文書にも中西氏の印が押されていた。

　中西氏は九月三十日の記者会見で「モニタリング空間が設置されることは認識していたが、盛り土の上に建設されるものと考えていた。理解が足りなかった」と釈明した。

　後任の塚本氏が市場長在任中の一三年二月、実施設計が完了。その断面図は、盛り土がない状態の地下空間の寸法が明示されており、報告書は「建物下に盛り土を行わないことが確定した」と認定した。

　塚本氏は都側のヒアリングに、「地下空間の存在と盛り土がされていないのは認識していたが、矛盾を感じなかった」と語った。

　一方、設計を手掛け、盛り土がないと知っていた建築部門の幹部は「答弁は自らの所管ではない。（土木部門は）基本的な考え方を述べている」と考え、答弁に同席しても修正しなかった。

　こうした答弁の経緯に関し、報告書は「虚偽と認識しての答弁であったとは認められなかった」と説明するにとどめている。一四年九月以降に十四回、盛り土に関する議会答弁を担当した幹部は、盛り土問題が発覚した直後の九月十六日付で別の部局に異動しており、本紙の取材に「答えられない」と話した。

（東京新聞）
無念記したノート発見　再審求めた故奥西元死刑囚 
日経新聞2016/10/2 23:53
　1961年に三重県名張市で５人が死亡した名張毒ぶどう酒事件で死刑確定後、第９次再審請求中だった奥西勝元死刑囚が89歳で亡くなって４日で１年。奥西元死刑囚は収監先で「真実を叫んでも信じてもらえぬ」とノートにつづっていた。元特別面会人の稲生昌三さん（77）は「無念さが伝わる。死後再審の請求を認めさせたい」と語る。
　稲生さんによると、ノートは昨年10月、八王子医療刑務所（東京）から引き取った段ボール箱23箱のうちの１箱から見つかった。全８冊で、最も古いとみられるものは表紙に「Ｎｏ１　奥西勝」と書かれ、裏には「昭和51年７月29日　所持許可証」と記されていた。縦書きで、一行一行にびっしり細かい文字が並ぶ。
　72年に殺人罪などで死刑確定後、第４次再審請求まで支援者は少なかったが、77年の第５次請求から日本弁護士連合会の支援が受けられるようになった。その頃に書かれたとみられる。
　ノートには「殺人のぬれぎぬは本当に頭が狂い、声にもならない苦しみと残念さ」と心情を吐露する描写が多くあった。
　2005年４月５日には第７次請求でいったん再審開始が認められた。この日は別のノートに力強く「とうとう悲願。再審開始決定ある。感動うれしくて涙の面会」と書き込んでいた。弁護士との面会後とみられる。
　遺品の中には息子や娘の写真約40枚も入っていた。事件を巡っては第10次再審請求の審理が名古屋高裁で続いている。〔共同〕
取り調べの録音・録画 対象事件の全過程で実施へ
ＮＨＫ10月1日 7時29分
[image: image38.jpg]



裁判員裁判の対象事件などで取り調べの録音・録画を３年以内に義務づける刑事司法制度改革の関連法の成立を受けて、警察庁は１日から、原則として対象となる事件のすべての過程で録音・録画を行うことを決めました。
取り調べの録音・録画をめぐっては、全国の警察が平成２０年から試験的に行っていますが、ことし５月、裁判員裁判の対象事件などで取り調べの録音・録画を３年以内に義務づける刑事司法制度改革の関連法が成立しました。
これを受けて、警察庁は、容疑者の供述の任意性や信用性をめぐり争いが生じるおそれがあるなど、立証の上で必要だと判断した場合に行ってきた取り調べの録音・録画を、１日から原則として対象となる事件のすべての過程で行うことを決めました。
警察庁が新たに作った指針では、対象事件以外でも必要性が高いと判断した場合には録音・録画ができるとしています。全国の警察は、新たな指針に基づいて録音・録画を実施したうえで、３年後の制度開始に向け録音・録画の効果を検証していくことにしています。
伊藤若冲生誕３００年　「京の台所」で作品ライトアップ
朝日新聞デジタル久保智祥2016年10月3日00時53分

錦市場のシャッターに伊藤若冲の絵が転写され、ライトアップされた＝２日夜、京都市中京区、佐藤慈子撮影
　「京の台所」といわれる錦市場商店街（京都市中京区）で２日夜、江戸中期に活躍した絵師・伊藤若冲の作品を中心とした約５０点を各店舗のシャッターに転写し、ライトアップする催しが始まった。３０日まで。
　錦市場の青物問屋に生まれた若冲の生誕３００年を記念し、京都錦市場商店街振興組合などが企画。若冲の絵は「鳥獣花木（かぼく）図屛風（びょうぶ）」や「樹花（じゅか）鳥獣図屛風」など３３点で、作品が印刷された特殊フィルムをシャッターいっぱいに貼りつけてある。アーケードの天井からつり下げた６枚のスクリーンにも、作品の映像（約１０分）が投影される。
　ライトアップは午後７～１０時。映像上映は１６日までの午後８時と同９時の２回。問い合わせは京都文化協会（０７５・３５４・８１９５）へ。（久保智祥）
駐米大使 ＴＰＰ発効向け米議会などへの働きかけ続ける
ＮＨＫ10月1日 10時29分
アメリカ大統領選挙で民主・共和両党の候補者がＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に反対していることについて、佐々江駐米大使は「保護主義的なムードを助長している」と懸念を示し、ＴＰＰの発効に向けてアメリカ議会などへの働きかけを続ける考えを強調しました。
[image: image40.jpg]



来月８日に投票が行われるアメリカ大統領選挙では、与党・民主党のクリントン候補と野党・共和党のトランプ候補のいずれもが、ＴＰＰについて、雇用の創出につながらないなどとして反対する考えを表明しています。
これについて、佐々江駐米大使は先月３０日、ワシントンで行った記者会見で、「両候補とも貿易に非常に後ろ向きな立場を表明しており、アメリカの保護主義的なムードを助長している」と指摘し、懸念を示しました。そのうえで、佐々江大使は「ＴＰＰの戦略的な意義などについて、引き続き、アメリカ国民や議会関係者の理解を得るよう努力する」と述べ、ＴＰＰの発効に向けてアメリカ議会などへの働きかけを続ける考えを強調しました。
ＴＰＰをめぐって、オバマ大統領は、みずからの任期が切れる来年１月までに議会の承認を得たいとしていますが、民主・共和両党の大統領候補がそろって反対する中、議会でも慎重論が強まっていて、先行きは不透明感を増しています。
しんぶん赤旗2016年10月2日(日)

主張　改憲の「政治技術」　自民案ベースに“誘導”の危険

　参院選後初の所信表明演説で、国会の憲法審査会での改憲案づくりの議論を進めていくと呼びかけた安倍晋三首相が、その後の衆参両院での代表質問や予算委員会での答弁でも、改憲を推進する発言を重ねています。改憲の実現に向け、まず国会での発議を狙う首相の執念は危険です。首相のやり方は、自民党の改憲案を議論の「ベース」にするといいながら立ち入った説明はしようとせず、各党に改憲案の提出を促し議論を求める、改憲“誘導”とでもいうべきものです。

参院選後の「だまし討ち」

　自民党内でも異常な改憲派で知られる安倍首相は事あるごとに改憲を口にしてきましたが、先の参院選では一切触れようとはせず、もっぱら経済問題で論戦をやり過ごしました。ところが参院選が終わった途端、「いかにわが党の案をベースにしながら３分の２を構築していくか、これがまさに政治の技術」だと「だまし討ち」的に言い出したのです。文字通り国民だましの「政治技術」です。

　改憲案は衆参両院でそれぞれ３分の２以上の賛成で発議し、国民投票にかけられます。首相の発言が、今国会で審議再開を狙っている憲法審査会での改憲案発議を照準に置いているのは明らかです。憲法審査会はもともと改憲案づくりのため自民党などが設置を強行したものであり、国民多数が改憲を望んでいるわけでもないのに審議を進めるべきではありません。

　安倍首相は所信表明演説でも、国会の憲法審査会を名指しして改憲論議を呼びかけました。閣僚の憲法尊重擁護義務があることを意識してか、あからさまに改憲は求めないが、「国会議員の責任」とまでいって国会の憲法審査会での議論を呼びかけるのは、露骨な改憲“誘導”そのものです。

　首相が議論の｢ベース｣に置くという自民党の改憲案（２０１２年作成の｢日本国憲法改正草案｣)は､過去の侵略戦争を反省した現行憲法の前文を削除し、９条２項を廃止して｢自衛権｣の行使に制約をなくし､自衛隊を｢国防軍｣に変えて､世界中で武力行使できるようにするものです｡基本的人権は｢永久の権利｣だとする９７条は削除して､国民の権利を｢公益及び公の秩序」で制限できるようにします。まさに現行憲法を丸ごと破壊してしまいます。

　危険な自民党案を「ベース」にした改憲案づくりの議論など許されるものではありません。首相は自民党の改憲案についてはまともに説明せず､｢このまま通るとは思わない｣などとも言います｡にもかかわらず、危険な改憲案は撤回すべきだと言われても応じません。それが改憲案づくりの｢政治技術｣だというならそれこそ問題です。

改憲の「案を出せ」は暴論

　安倍首相は、自民党と同じように、各党がそれぞれ案を出して議論することが大切だと、対案の提出を求めます。しかし、憲法改正が差し迫った国政上の課題になっているわけでもないのに、各党に案を出せというのは道理がなく暴論です。日本共産党は現行憲法の全条項を守り、特に平和的民主的原則は完全実施することを求めており、これこそが対案です。

　安倍首相の改憲に対する態度は国民の反発はそらしつつ論議を誘導するものです。改憲の議論を推進する危険な策動とのたたかいがいよいよ重要です。

社説　ＴＰＰと国会　不安解消へ審議尽くせ
朝日新聞デジタル2016年10月3日（月）付
　日米両国を含む１２カ国が、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）に合意してから、ほぼ１年。
　交渉を主導した米国では、民主、共和両党の次期大統領候補がそろってＴＰＰへの反対姿勢を示し、発効への道筋は不透明になっている。そんな中で、日本の国会ではＴＰＰ承認案と関連法案の審議が本格化する。
　政府・与党はＴＰＰ承認を急ぐ構えだ。発効への機運を高めて他国の手続きを後押ししつつ、米国で高まる再交渉論を牽制（けんせい）するのが狙いだ。野党側は、農業分野などを懸念する民進党をはじめ反対・慎重論が強い。
　ＴＰＰをめぐっては今春の通常国会で審議入りしたが、議論が深まらないまま継続審議になった。いま、あえて審議を再開するというのなら、今後の暮らしや農業など国内業界に予想される影響について、丁寧にかつ徹底的に議論する必要がある。
　衆院ＴＰＰ特別委員会の理事を務める自民党議員が「強行採決という形で実現するよう頑張る」と発言し、辞任する騒動があった。「承認ありき」で数の力を頼むことは許されない。与党は肝に銘じてほしい。
　そのうえで、野党を含めて望みたいのは、ＴＰＰで予想されるデメリットとその対策をしっかりと検証することだ。
　ＴＰＰの対象は幅広い。貿易を活発にするためにモノの関税をなくしたり、引き下げたりする。投資や金融、小売りなどのサービス分野の規制を減らす。著作権や特許、労働に関する規定も各国で歩調を合わせる。
　通商国家として発展してきた日本にとって、グローバル化への対応は避けられない。ただ、各国が妥協を重ねて交渉をまとめただけに、分野や項目ごとにプラスとマイナスが入り交じるのも確かだ。生活の安全・安心が脅かされないか、国内業界が打撃を受けて雇用が失われないか、といった不安は根強い。
　代表例が農業だろう。農林水産物の８割にあたる約２千品目の関税が撤廃され、ほかの品目の多くも引き下げられる。海外産の輸入が増えるのは必至で、消費者の食卓への不安のほか、農家の反対も続いている。
　政府は昨年末にまとめた分析で、コメへの影響について「（直前に決めた）対策の効果で、国内の生産量は減らない」と結論づけた。影響があるから対策を打つのに、順番が逆だ。
　政府をただし、情報公開を徹底させる。ＴＰＰの負の側面と向き合い、政府の対策が必要かつ十分かどうかを考える。そんな国会審議を求める。賛否の結論ありきの論戦は不毛だ。
しんぶん赤旗2016年10月1日(土)

主張　ＴＰＰ承認批准案　「早期成立」強行する道理ない

　今週から始まった臨時国会の論戦で、焦点になっているのが戦争法の本格的運用や補正予算案など経済政策とともに、安倍晋三政権が承認を目指す環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の問題です。衆参本会議の代表質問に続いて衆院予算委で審議が始まった補正予算案にも、ＴＰＰの国内対策が盛り込まれています。安倍政権はＴＰＰ承認案と関連法案の「早期成立」を目指していますが、輸入米の価格（ＳＢＳ価格）の偽装問題や協定の誤訳問題も次々明らかになり、アメリカでも批准の見通しが全く立たないなど、早期成立を狙う根拠は失われてしまっています。

公約にも決議にも反して

　ＴＰＰは、安倍政権が国民に中身を知らせないままアメリカなどとの合意を強行した環太平洋地域１２カ国の貿易協定です。関税を原則ゼロとし、サービスや投資なども自由化、食の安全や医療、雇用、保険などあらゆる分野で輸出大国と多国籍企業に有利なルールを国民に押し付けるものです。

　自民党は民主党政権下の野党時代にはＴＰＰの交渉参加に反対し、２０１２年の総選挙でも各地で「ＴＰＰ反対」を宣伝しました。ところが安倍首相が政権に復帰した途端、選挙公約に口を拭い、交渉参加を強行しました。しかも、コメ、麦、牛肉など農産物の重要５項目は関税撤廃の例外にするよう求めた国会決議さえ踏みにじって合意を強行したのです。

　合意では日本の農産物の８割以上、重要５項目でも３割近くの品目で関税を撤廃、関税が残った品目も大幅引き下げや輸入枠の拡大など無傷のものはありません。選挙公約にも国会決議にも違反した協定内容は、本来国会に持ち出すことさえできないはずです。

　安倍政権は前国会にＴＰＰ承認案と国内対策の関連法案を提出しましたが、交渉経過については肝心な中身を塗りつぶした｢黒塗り｣の資料しか示さず、都合のよい試算で農業への影響は小さく経済は大きく増えると宣伝しました。ところが最近になって、輸入米（ＳＢＳ＝売買同時入札米）が公表より安く販売されていた疑惑が発覚しました。輸入米の国内販売価格は国産米と同水準だからコメへの影響はないとする政府の試算が、成り立たなくなるのは明らかです。

　ＴＰＰ承認案を審議する条件は失われているのに、安倍政権は日本が率先して批准し、「早期成立」させるのは、遅れているアメリカの批准を促進するためだといいます。アメリカのオバマ政権は残る任期中に批准するといってはいますが、次期大統領候補は民主党のクリントン候補も共和党のトランプ候補もＴＰＰ反対です。日本が批准してもアメリカが批准するかどうかは極めて不透明です。

平等・互恵の貿易ルールを

　ＴＰＰは日本とアメリカいずれもが批准しなければ発効しません。首相は日本が批准して、まだＴＰＰに参加していない国にも参加を促すといいますが、発効の見込みも立たないのに参加国を増やすというのも絵に描いた餅です。

　ＴＰＰの承認批准案と関連法案は、根拠が崩れたまま｢早期成立｣に突き進むのではなく、安倍政権の責任で撤回すべきものです。ＴＰＰを強行するのではなく、食料主権と経済主権を尊重した互恵・平等の貿易・投資のルールづくりに取り組むことこそ重要です。

社説　米軍への支援　リスクの見極め厳格に
毎日新聞2016年10月3日　東京朝刊
　安全保障関連法の本格運用に向けた準備が進んでいる。 
　日米両政府は、自衛隊の米軍への後方支援を拡充する日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定に署名した。発効には国会の承認が必要なため、政府は開会中の臨時国会に改定の承認案を提出する予定だ。与野党はＡＣＳＡ改定の審議を通じ、後方支援の拡充をめぐる問題点について具体的な議論を深めてほしい。 
　日米ＡＣＳＡは、自衛隊と米軍の間で、燃料・食料などの物品や、輸送・宿泊などの役務（サービス）を融通し合う枠組みを定めた協定だ。 
　日米共同訓練や国連平和維持活動（ＰＫＯ）を対象に始まり、朝鮮半島有事を想定した「周辺事態」や、日本が直接攻撃を受ける「武力攻撃事態」などにも広がってきた。 
　今回の改定では、安保関連法を反映し、日米ＡＣＳＡの対象をさらに拡大する。集団的自衛権が行使できる「存立危機事態」や、日本の平和や安全に重要な影響を与える「重要影響事態」でも、自衛隊による米軍への後方支援ができるようにする。 
　支援メニューも拡充される。 
　弾薬の提供は従来、日本が武力攻撃を受ける場合にしか認められていなかった。安保関連法と新ＡＣＳＡのもとでは、「重要影響事態」や「存立危機事態」でも可能になる。 
　在外邦人救出、弾道ミサイル警戒などの活動をともにしている場合にも、弾薬が提供できる。 
　安保関連法を審議した昨年の通常国会では、集団的自衛権だけでなく、後方支援についても議論が不十分なままに終わった。 
　後方支援について定めた２本の法律のうち重要影響事態法には、とりわけ問題が多い。日本の平和や安全に重要な影響を与えると政府が判断すれば、自衛隊は地理的な制約なしに世界中で後方支援ができる。 
　活動範囲も「非戦闘地域」から「現に戦闘行為が行われている現場以外」に広がった。燃料などを補給する兵たんを前線近くで行えば、武力行使と一体化する恐れが増す。他国軍から攻撃されるリスクも高まる。 
　想定されるリスクを具体的に整理し、その対応を議論する必要がある。 
　国会承認のあり方も問題だ。重要影響事態法では、自衛隊の活動に原則事前承認が必要だが、緊急時は事後承認も認められる。 
　昨年９月、政府・与党は、野党３党による自衛隊派遣時の「国会の関与強化」の要望を受け入れ、３党から安保関連法への賛成を得た。 
　その際の合意では「重要影響事態での国会関与の強化」などについて、法成立後に各党で検討して結論を出すことになっている。与野党とも責任をもって対応してもらいたい。 
社説　自民の拍手問題　安倍１強加速の表れだ
秋田魁新報2016年10月2日 掲載 
　自民党に「安倍１強」加速の動きがうかがえる。７月の参院選での与党大勝や堅調な内閣支持率を背景に、安倍晋三首相（総裁）の影響力が強まっているためだろう。安倍氏の党・政権運営に異論を挟みにくいという「空気」が、濃くなっているように映る。
　この傾向は、安倍氏が無投票で再選された昨年９月の党総裁選からさらに顕著になった。安倍氏が今年８月の役員人事で、信任の厚い党重鎮の二階俊博氏を幹事長に充てたこともあって、安倍氏の意向がより浸透しやすい環境になった。
　そうした党内ムードの一端を示したのが、９月２６日の衆院本会議での一幕だ。安倍氏は所信表明演説で海上保安庁職員や自衛官らの領土や領海を守る任務に触れ「この場所から、心からの敬意を表そう」と呼び掛けて拍手した。自民党議員の多くが追随、起立して拍手したため、衆院議長が着席を促した。
　「異常な光景だ」などとする野党の批判に、自民党の佐藤勉衆院議院運営委員長は「申し合わせたことではない」と釈明。二階氏は「首相への信頼がああいう形で表れた」と語った。だが、党の国対担当議員から、この場面での起立を事前に促されたと明かす議員もいる。
　党内で安倍氏への同調圧力が強まり、議員が過敏に反応するという状況を露呈したと言えないか。自民党の小泉進次郎氏は「ちょっとおかしい。自然じゃない」と批判した。
　９月２９日の二階派会合では、衆院の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会の理事である議員が、「（ＴＰＰ承認案を）強行採決という形で実現するよう頑張る」と発言。不適切だったとして理事を辞任した。「今国会で採決したいとの首相の思いを申し上げた」と話しており、それが本心であれば、過剰反応としか言いようがない。
　党内では、二階氏が幹事長就任時に言及した総裁任期（連続２期６年まで）の延長に向けた議論が始まっている。連続３期９年まで延長する案と多選規定を撤廃する案を検討しており、来年の党大会での党則改正を目指すとしている。
　現行党則に従えば安倍氏の任期は２０１８年９月までだが、安倍氏の続投が念頭にあるのは明らかである。二階氏は９月２７日、中国の元高官との会談で、２０年東京五輪の際の首相は安倍氏か―と問われ、「おっしゃる通り」と答えている。
　だが延長については、残り任期の政策や政権運営の結果を見て論じるのが筋だ。今から続投ありきでは緊張感が失われる。
　何より、党内に自由闊達（かったつ）に議論できる空気がなければ、政策の多様性は担保できない。批判を謙虚に受け止めなければ独善的な党運営に陥りかねないことを、党全体で認識する必要がある。そうした議論の環境を十分に整えることも、安倍氏ら党執行部の役目だろう。
社説　消えた盛り土　責任の所在は明確に

東京新聞2016年10月1日

 　豊洲新市場の建物下からなぜ盛り土が消えたのか。残念ながら、小池百合子東京都知事は震源地を特定できなかった。官僚組織の自浄能力に疑問符がついた形だ。都議会の本領発揮を期待したい。

　「誰が、いつ、どこで、何を決め、何を隠したのか。原因を探求する義務が、私たちにはある」

　先の都議会での所信表明演説では、小池氏はそう決意を語っていた。豊洲市場の主要施設の下に土壌汚染対策の盛り土が施されず、いつの間にか空洞が造られていた問題のことだ。

　にもかかわらず、公表された報告書は“ゼロ回答”だった。地下の空間化は、建物の基本設計から実施設計の流れの中で段階的に固まっていったという程度のことしか判明しなかったという。

　想定内の結果ではある。

　なぜなら、殊に官僚機構には身内の失敗を隠したがる風土が根づきがちだからだ。責任逃れや保身を図ろうとする体質は、組織が大がかりになるほど生じやすい。

　都職員らに問題の検証を委ねた小池氏の意図も、そこにあったのではないか。所信表明演説で背中を押しながら、自浄能力を試してみたのだろう。そして、やはりその欠如を確信したに違いない。

　間髪を入れず、ガバナンス機能を強めるための都庁マネジメント本部を立ち上げ、内輪の不祥事を弁護士に知らせる公益通報制度の整備を指示したのはその証左だ。強い危機感をうかがわせる。

　豊洲市場は、六千億円近くを投じて建設された首都圏の新しい台所になる。食の安心安全、人の健康にかかわる深刻な問題の発火点を見過ごしては、失墜した都政への信頼は回復できまい。

　意思決定過程をガラス張りにした風通しの良い組織をつくり、真相を引き続き究明してほしい。

　無責任体制下で造られた施設では、土壌や地下水の汚染、耐震性への懸念は拭い難い。建設費の高騰ぶりも不自然極まりない。

　一方で、盛り土が施されているように事実とは異なる説明を受けてきた都議会も、実態解明に本腰を入れねばならない。市場参加者や都民は誤った情報を垂れ流されてきた。不安と怒りをしっかりと受け止めてもらいたい。

　築地から豊洲への市場の移転が迫るまで、問題を見抜けなかった責任は重い。都の自浄機能が働かないとすれば、地方自治法に基づき、強い権限を持つ百条委員会でよく調べるべきだ。東京の自治力が問われる正念場である。
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